
へいｓ 

 
 
 
 
 
 

三芳町障がい者福祉計画 
第６期三芳町障がい福祉計画 

第２期三芳町障がい児福祉計画 
（令和３年度〜令和５年度） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和３年３⽉ 
三芳町 

 
 





ごあいさつ 

 

 

この度、令和３年度（2021）から令和５年度（2023）までを

計画期間とする「三芳町障がい者福祉計画、第６期三芳町障が

い福祉計画、第２期三芳町障がい児福祉計画」を策定いたしま

した。これらの計画は今後の町の障がい者福祉施策、障がい福

祉サービスの提供体制の確保、障がい児の療育体制の整備な

ど、障がいを持つ方々が地域で暮らすために必要な施策を総

合的に定めたものです。 

三芳町では、「障がいを知り共に生きる」をキャッチフレー

ズとする「あいサポート運動」、町内の相談支援の中核を担う

「基幹相談支援センター」の設置、手話言語条例の制定など様々な施策を進めてまいりま

した。また、東京 2020 パラリンピック競技大会におけるマレーシアの共生社会ホストタウ

ンに認定されたことを契機に、住民の皆さまが参画し、対話と連携を重ね、心のバリアフ

リーやユニバーサルデザインのまちづくりを推進しています。 

そして、令和３年春には、役場敷地内に移転する太陽の家が開所し、就労と生活を支える

機能に加え、災害時の福祉避難所としての機能を備えた福祉の拠点と位置づけ、充実を図

ってまいります。 

価値観を共有し、様々な課題を克服することで、障がいの有無、性別、国籍、年齢等に関

わらず、すべての人がお互いの人権や尊厳を尊重し、支え合い、誰もが幸せな人生を送る

ことができる共生社会の実現を目指します。住民の皆さまには、計画の趣旨をご理解いた

だき、ご協力くださいますようお願いいたします。 

むすびに、この計画の策定にあたり、熱心にご審議いただきました三芳町福祉計画策定

審議会委員の皆さま、三芳町地域自立支援協議会委員の皆さま、団体ヒアリングやアンケ

ート、パブリックコメントなどにより貴重なご意見いただきました多くの皆さまに厚くお

礼申し上げます。  

 

令和３年３月 

                         三芳町長 林 伊佐雄 
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「障害」と「障がい」の表記について 

本計画では、「障がい」という言葉が人や人の状態を表す場合、「障がい」と表記していま

す。これは、「害」の漢字を人に対して使用することが、障がい者への差別や偏見を助長する

可能性を考慮したものであり、障がい者の人権を尊重し、町民の障がい者への理解を深める

ことを目的としたものです。 

ただし、国や県が定めた法律の用語や団体等の固有名詞は、「障がい」と表記することで意

味が失われたり、誤解されたりするおそれがあるため、「障害」と表記しています。 
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第１章 計画の策定にあたって 
 
１．計画策定の趣旨・背景 
 

近年、わが国の障がい者施策は障がいや難病等の多様化、複雑化により、大きく変化しています。

平成 23 年８月、「障害者基本法」が改正され、障がいの有無にかかわらず人格と個性を尊重する共生

社会の実現を目指すことや、障がい者に対する差別の禁止及び合理的配慮等の概念が盛り込まれまし

た。また、平成 25 年４月には、障害者自立支援法が「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（以下、「障害者総合支援法」という）」に改められ施行されました。同法では、制

度の谷間のない支援を目指すとともに、地域社会における共生や社会的障壁の除去を図ることを目的

とする基本理念を掲げています。 

平成 28 年４月には障がいを理由とする差別の解消の推進に関する基本的事項や、国や地方公共団

体等と民間事業者における差別を解消するための措置などについて定めた「障害を理由とする差別の

解消の推進に関する法律（以下、「障害者差別解消法」という）」が施行されました。また、平成 30

年４月施行の改正障害者総合支援法では、障がい者が自ら望む地域生活を営むことができるよう「生

活」と「就労」に関する支援の一層の充実を図るとともに、児童福祉法の一部改正により、障がい児

支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の充実を図ることとしています。また、平成

30 年３月策定の国の第４次障害者基本計画では、基本的方向として、「2020 東京パラリンピック

も契機として、社会のバリア（社会的障壁）除去をより強力に推進」、「障害者権利条約の理念を尊重

し、整合性を確保」、「障害者差別の解消に向けた取組を着実に推進」、「着実かつ効果的な実施のため

の成果目標を充実」などが盛り込まれています。 

三芳町においては、平成 12 年３月に保健・医療・福祉の総合計画として「三芳町福祉計画 ぬく

もり・ささえあい・みどりのハートフルプラン」を策定し、高齢者・児童・障がい者・地域福祉の総

合的・効果的な展開を進めてきました。また、平成 19 年３月には障害者自立支援法（現「障害者総

合支援法」）に基づく「障がい福祉計画」を策定し、障がい福祉サービスの確実な提供と質の向上に取

り組んできました。 

その後、数度の改定を経て、平成 30 年度には、「三芳町障がい者福祉計画・第５期三芳町障がい福

祉計画・第１期三芳町障がい児福祉計画（平成 30 年度～令和２年度）」を策定し、障がいのある方も

安心して暮らせるまちづくりを展開してきました。 

このたび、同計画の策定期間の満了を迎えることに伴い、これまでの取り組みに加え、国・県の新

たな障がい者施策の動向や各種制度の改正、障がいのある方のニーズの変化等に的確に対応し、町の

障がい者福祉施策の一層の推進を図るため、「三芳町障がい者福祉計画・第６期三芳町障がい福祉計

画・第２期三芳町障がい児福祉計画」を策定します。 
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２．計画の位置づけ 
 

「三芳町障がい者福祉計画」は、障害者基本法第 11 条第３項に基づく、障がい者のための施策に

関する基本的な考え方や方向性を定めるためのものです。 

「第６期三芳町障がい福祉計画」は、障害者総合支援法第 88 条、「第２期三芳町障がい児福祉計

画」は児童福祉法第 33 条の 20 に基づく、「市町村障害福祉計画」、「市町村障害児福祉計画」とし

て、障がい福祉サービスや障がい児支援等の見込み量や必要量確保のための方策等を定める計画です。

障がい者（児）の支援については、様々な分野の取り組みを総合的・一体的に進める必要があること

から、両計画について整合性をもって総合的に策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の期間 
 

本計画は、令和３年度から令和５年度までの３か年を計画期間とします。 

ただし、国や県の障がい者施策の動向等、社会経済情勢の変化を見極めながら、必要に応じて計画

の見直しを行います。 

 

 

４．計画の対象と範囲 
 

本計画は、身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がい、高次脳機能障がいを含む）、難病、

その他の心身の機能の障がいがある人で、障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活または社会

生活に相当な制限を受ける状態にある人を対象とし、その家族や地域、社会全体への働きかけも含め

た施策を推進します。 

  

障害者基本法 障害者総合支援法 児童福祉法 

三芳町障がい者 

福祉計画 

第６期三芳町 

障がい福祉計画 

◇障がい者施策の理念や 
基本⽅針を定める計画 

◇障がい福祉サービスの⾒込み量の算出、
確保⽅策を定める計画 

第２期三芳町 

障がい児福祉計画 



第１章 計画の策定にあたって 

5 

５．計画策定までの流れ 
 

本計画の策定に先立ち、実態調査や団体ヒアリングを実施し、当事者や支援者の方の意見を聴取し

ました。 

実態調査の結果や町の施策の実施状況等をもとに、医師・社会福祉施設長・住民代表等で構成され

た三芳町福祉計画策定審議会において、今後の取り組みの方向性や取り組むべき重点課題などが幅広

く審議されてきました。 

また、計画策定の過程で、パブリック・コメントを実施し、広く町民の意見を聴取し、計画に反映

しました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実態調査 

団体ヒアリング 

庁内会議等 

施策実施状況の整理 

三芳町福祉計画策定審議会 

＜専門的見地からの検討＞ 

パブリック・コメント 

＜町民意見の把握＞ 

＜当事者の意見の把握＞ ＜町の取り組みの整理＞ 

三芳町障がい者福祉計画 

第６期三芳町障がい福祉計画 

第２期三芳町障がい児福祉計画 

＜計画策定＞ 

三
芳
町
地
域
自
立
支
援
協
議
会 
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第２章 障がい者を取り巻く状況 
 
１．障がい者数等の推移 
 

（１）⼈⼝、世帯の推移 
本町の総人口は 38,000 人台で横ばいとなっていますが、世帯数は増加が続いており、一世帯

あたりの人員は低下が続いています。人口ピラミッドをみると、男女ともに 45-49 歳が最も多

くなっています。 

 
総人口、世帯数、一世帯あたり人員の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民課（各年 10 月１日現在） 

 

人口ピラミッド 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民課（令和２年 10 月１日現在） 

38,323 38,263 
38,218 38,303 38,461 38,399 38,134 38,180 

15,516 15,631 15,784 15,977 16,214 16,388 16,481 16,705 
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総人口 世帯数 一世帯あたり人員

648 

815 

956 

1,007 
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801 
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1,070 

1,361 

1,915 

1,579 

1,190 

959 

1,093 

1,349 

1,220 

811 
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84 

05001,0001,5002,000
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20-24歳

25-29歳

30-34歳
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55-59歳

60-64歳

65-69歳
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80-84歳
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90歳以上

（人）

【男性】

588 

814 
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1,001 
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759 
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0 500 1,000 1,500 2,000
（人）

【女性】



第２章 障がい者を取り巻く状況 

10 

（２）障がい者数の推移 
障害者手帳所持者数は、全体では平成 29 年から増加が続いており、令和２年４月現在で

1,579 人と総人口比は 4.13％となっています。内訳は「身体障がい者」が多く 1,054 人、「知

的障がい者」が 239 人、「精神障がい者」が 286 人となっています。「身体障がい者」は減少傾

向、「知的障がい者」、「精神障がい者」は、増加傾向にあります。 

 
障害者手帳所持者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：人、％ 

区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 

身体障がい者 1,134 1,089 1,092 1,072 1,057 1,054 

総人口比 2.97 2.84 2.84 2.79 2.77 2.76 

知的障がい者 199 206 223 232 233 239 

総人口比 0.52 0.54 0.58 0.60 0.61 0.63 

精神障がい者 196 208 221 246 275 286 

総人口比 0.51 0.54 0.57 0.64 0.72 0.75 

合計 1,529 1,503 1,536 1,550 1,565 1,579 

総人口比 4.00 3.92 3.99 4.04 4.10 4.14 

総人口 38,218 38,303 38,461 38,399 38,134 38,180 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 
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（３）⾝体障がい者数の推移 
身体障害者手帳所持者数は減少が続いており、令和２年は 1,054 人と平成 27 年と比べ、80

人の減少となっています。等級別にみると令和２年では「１級」が多く 380 人、次いで「４級」

が 249 人、「３級」が 180 人となっています。「１級」、「２級」は減少傾向にあります。 
 

身体障害者手帳所持者数の推移（等級別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：人、％ 

区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 

１級 416 414 417 399 387 380 

構成比 36.7 38.0 38.2 37.2 36.6 36.1 

２級 159 148 148 144 138 137 

構成比 14.0 13.6 13.6 13.4 13.1 13.0 

３級 179 174 174 172 181 180 

構成比 15.8 16.0 15.9 16.0 17.1 17.1 

４級 269 248 243 250 246 249 

構成比 23.7 22.8 22.3 23.3 23.3 23.6 

５級 57 52 54 53 51 53 

構成比 5.0 4.8 4.9 4.9 4.8 5.0 

６級 54 53 56 54 54 55 

構成比 4.8 4.9 5.1 5.0 5.1 5.2 

合計 1,134 1,089 1,092 1,072 1,057 1,054 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 
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身体障害者手帳所持者数を障がい部位別にみると、「肢体不自由」が半数を占めており、令和２

年では 553 人となっています。次いで「内部障がい」が約３分の１を占め、357 人となってい

ます。「肢体不自由」は減少が続いており、「内部障がい」は令和２年でみると、前年から 12 人

の増加となっています。 

 
身体障害者手帳所持者数の推移（障がい部位別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：人、％ 

区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 

視覚障がい 75 71 68 59 59 60 

構成比 6.6 6.5 6.2 5.5 5.6 5.7 

聴覚・平衡障がい 77 78 79 78 77 75 

構成比 6.8 7.2 7.2 7.3 7.3 7.1 

音声・言語障がい 9 11 10 10 10 9 

構成比 0.8 1.0 0.9 0.9 0.9 0.9 

肢体不自由 647 612 608 594 566 553 

構成比 57.1 56.2 55.7 55.4 53.5 52.5 

内部障がい 326 317 327 331 345 357 

構成比 28.7 29.1 29.9 30.9 32.6 33.9 

合計 1,134 1,089 1,092 1,072 1,057 1,054 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 
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（４）知的障がい者数の推移 
療育手帳所持者数は増加傾向にあり、令和２年は 239 人で平成 27 年と比べ、40 人の増加

となっています。等級別にみると令和２年では「B」が多く 68 人、次いで「C」が 65 人、「Ⓐ」

が 57 人、「A」が 49 人となっています。「Ⓐ」、「B」は増加傾向にあります。 
 

療育手帳所持者数の推移（等級別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：人、％ 

区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 

Ⓐ 45 51 55 55 57 57 

構成比 22.6 24.8 24.7 23.7 24.5 23.8 

Ａ 46 46 47 49 48 49 

構成比 23.1 22.3 21.1 21.1 20.6 20.5 

Ｂ 55 59 63 64 68 68 

構成比 27.6 28.6 28.3 27.6 29.2 28.5 

Ｃ 53 50 58 64 60 65 

構成比 26.6 24.3 26.0 27.6 25.8 27.2 

合計 199 206 223 232 233 239 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 
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（５）精神障がい者数の推移 
精神障害者保健福祉手帳所持者数は、増加が続いており、令和２年は 286 人で平成 27 年と

比べ、90 人の増加となっています。等級別にみると令和２年では「２級」が多く 169 人、次い

で「３級」が 95 人、「１級」が 22 人となっています。「２級」、「３級」は増加傾向にあります。 

 

 
精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（等級別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：人、％ 

区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 

１級 18 19 21 22 24 22 

構成比 9.2 9.1 9.5 8.9 8.7 7.7 

２級 119 121 127 143 161 169 

構成比 60.7 58.2 57.5 58.1 58.5 59.1 

３級 59 68 73 81 90 95 

構成比 30.1 32.7 33.0 32.9 32.7 33.2 

合計 196 208 221 246 275 286 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 
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（６）難病と特定医療費受給者数の推移 
本町の難病患者で、特定医療費受給者証交付者数は、ほぼ横ばいの状態となっています。特定

医療費受給者証交付者数は 200 人台で推移し、小児慢性特定疾病医療費受給者証交付者数は増

加傾向にあります。 

 
特定医療費受給者証・小児慢性特定疾病医療費受給者証交付者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：人 

区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 

受給者証交付者数 305 317 287 310 307 

 特定医療費受給者証 261 274 242 264 257 

小児慢性特定疾病医療費
受給者証 44 43 45 46 50 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 
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（７）就学等の状況 
特別支援学校在籍者数の推移をみると、平成 30 年からは減少が続いており、令和２年４月で

は 41 人と平成 30 年と比べ、７人の減少となっています。内訳をみると小学部 20 人、中学部

11 人、高等部 10 人となっています。 

特別支援学級数は、小学校では平成 29 年に２学級、中学校では平成 31 年に２学級の増加と

なっています。 

 
特別支援学校在籍者数の推移 

単位：人 

区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 

小学部 22 24 20 21 22 20 

中学部 9 10 8 12 10 11 

高等部 22 16 11 15 12 10 

合計 53 50 39 48 44 41 

資料：福祉課（各年４月２日現在） 

 
特別支援学級数、在籍者数の推移 

単位：人 

区分  平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 

小学校 
学級数 4 4 6 6 6 6 

在籍者数 13 11 18 21 19 23 

中学校 
学級数 2 2 2 2 4 4 

在籍者数 8 6 7 8 7 9 

資料：福祉課（各年４月２日現在） 

 
特別支援学校卒業者の進路 

単位：人 

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

進学       

就職 3 2   3  

施設入所       

作業所 4 6 2 1 3 3 

在宅       

その他（デイケア）       

不明       

合計 7 8 2 1 6 3 

資料：福祉課（各年４月２日現在） 
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２．実態調査結果の概要 
 

計画策定にあたり、障がいのある人の生活実態やニーズ等を把握することを目的に、「三芳町障がい

者福祉に関する実態調査」を実施しました。その主な結果を以下のとおりまとめました。また、前期

計画調査（平成 29 年実施）と比較できる設問は調査結果を並べて示しています。 

 
（１）調査概要 

 
調査対象：令和２年７月 30 日現在三芳町在住の身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健

福祉手帳の各手帳所持者 
調査方法：郵送配布・郵送回収 
調査期間：令和２年８月 29 日（土）から９月 18 日（金） 
 
回収状況： 

 発送数 有効回収数 有効回収率 

平成29年 1,429票 808票 56.5％ 

令和２年 1,423票 817票 57.4％ 

 
○「調査結果」の図表は、原則として回答者の構成比（百分率）で表現しています。 
○「N」は、「Number of case」の略で、構成比算出の母数を示しています。 

○百分率による集計では、回答者数（該当質問においては該当者数）を 100％として算出し、

本文及び図表の数字に関しては、すべて小数第２位を四捨五入、小数第 1 位までを表記しま

す。このため、すべての割合の合計が 100％にならないことがあります。 

また、複数回答（２つ以上選ぶ問）の設問では、すべての割合の合計が 100％を超えること

があります。 

○図表中の「0.0」は四捨五入の結果または、回答者が皆無であることを表します。 

○図表の記載にあたり調査票の設問文、グラフ及び文章中の選択肢を一部簡略化している場合

があります。 
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（２）調査結果の概要 
 

ア）本人の状況 
年齢は、全体で「70 代」が 28.3％、「80 歳以上」が 21.2％、「60 代」が 13.1％となって

います。 
 

年齢 
単位：％ 

 N 
20歳 
未満 

20代 30代 40代 50代 60代 70代 
80歳 
以上 

平 
成
29
年 

全体 808 5.8 3.8 3.8 9.5 8.8 15.8 30.6 20.2 

身体障がい 596 1.7 0.5 1.2 4.5 7.7 19.1 39.8 25.0 

知的障がい 94 34.0 20.2 14.9 12.8 9.6 5.3 1.1 2.1 

精神障がい 90 3.3 8.9 11.1 41.1 17.8 10.0 5.6 2.2 

令
和
２
年 

全体 817 6.1 6.1 5.5 9.2 9.8 13.1 28.3 21.2 

身体障がい 599 2.3 1.0 2.0 4.8 8.5 15.4 37.2 28.4 

知的障がい 109 33.9 24.8 13.8 9.2 9.2 1.8 3.7 3.7 

精神障がい 161 5.0 11.2 14.3 26.1 16.1 8.7 8.7 9.9 

 

 

障がいの認定、診断の有無は、「日常的な医療的ケア」が 26.3％と多くなっています。「発達

障がいの診断」は平成 29 年と比べ、2.8 ポイント増加しています。 
 

障がいの認定、診断の有無 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.3

28.2

4.4

5.2

11.5

8.7

7.2

7.8

62.2

54.8

77.6

74.6

65.4

67.2

70.1

68.2

11.5

17.0

18.0

20.2

23.1

24.1

22.6

24.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2

日常的な医療的ケア：H29

R2

高次脳機能障がいの診断：H29

R2

発達障がいの診断：H29

R2

難病（特定疾患）の認定：H29

H29(N=808)

R2 (N=817)
受けている 受けていない 無回答
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イ）介助の状況 
日常生活の支援の状況は、全体で「毎日受けている」が 21.9％、「ときどき受けている」が

14.8％と合わせて 36.7％が受けていると回答しています。知的では受けているという人が

59.7％と多くなっています。精神では受けているという人は平成 29 年と比べ増加しています。 
 

日常生活の支援の状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ウ）地域活動について 
地域活動の参加状況は、全体で「よく参加する」が 4.8％、「時々参加する」が 18.4％と合わ

せて 23.2％が参加すると回答しています。精神では参加するという人が 11.8％と少なくなっ

ています。 
 

地域活動の参加状況 
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24.4

17.4
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R2(N=817)

【全体】H29(N=808)

毎日受けている ときどき受けている

まったく受けていない 無回答
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よく参加する 時々参加する

ほとんど参加しない 無回答



第２章 障がい者を取り巻く状況 

20 

地域活動に参加する場合、困ることは、全体で「興味のある活動がない」が 25.2％と最も多

く、次いで「どんな行事や活動があるかわからない（情報が伝わってこない）」が 16.6％となっ

ています。精神では「興味のある活動がない」が 39.8％と多くなっています。 
 

地域活動に参加する場合、困ること（複数回答） 
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0.6
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0.5
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9.8

35.0
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身近なところで参加できる行事や

活動が少ない
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ない（情報が伝わってこない）

会場までの移動・交通手段が不便

で利用しにくい

移動やコミュニケーションの支援

をおこなう人が身近にいない

行事や活動の内容や会場が障がい

者の参加に配慮していない

家族の理解が得られない（参加す

ることに反対する）

一緒に参加する仲間がいない

地域の人の障がいに対する理解が

とぼしい

興味のある活動がない

その他

無回答
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18.0
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R2(N=161)
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エ）障がい児支援について 
発達の不安や障がいに気付いたときの相談先は、全体で「保健センター」が 52.0％と最も多

く、次いで「家族・親族」が 50.0％となっています。 
 

発達の不安や障がいに気付いたときの相談先（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「行政機関の相談窓口」は H29 では「町役場の窓口」と設定されています。 

 

 

 

 

  

48.9

31.9

14.9

46.8

10.6

8.5

6.4

6.4

17.0

50.0

40.0

26.0

52.0

12.0

8.0

10.0

8.0

8.0

0 20 40 60 80

家族・親族

かかりつけの病院

行政機関の相談窓口

保健センター

保育所・幼稚園・認定こども園

子育て支援センター

児童相談所

その他

無回答

（％）

【全体】

H29(N=47)

R2(N=50)

50.0

78.6

21.4

42.9

0.0

0.0

0.0

28.6

7.1

0 20 40 60 80
（％）

【身体】

R2(N=14)

48.6

35.1

27.0

54.1

16.2

8.1

13.5

8.1

5.4

0 20 40 60 80
（％）

【知的】

R2(N=37)

50.0

37.5

37.5

37.5

12.5

12.5

12.5

0.0

12.5

0 20 40 60 80
（％）

【精神】

R2(N=8)
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発達の不安や障がいに気付いたときに説明してほしかったことは、全体で「福祉サービスの仕

組みや内容に関すること」が 74.0％と最も多く、次いで「福祉サービスの申請に関すること」

が 52.0％となっています。 
 

発達の不安や障がいに気付いたときに説明してほしかったこと（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

59.6

34.0

34.0

38.3

12.8

36.2

38.3

8.5

25.5

74.0

52.0

32.0

50.0

12.0

40.0

38.0

10.0

10.0

0 20 40 60 80 100

福祉サービスの仕組みや内容に関

すること

福祉サービスの申請に関すること

福祉サービス以外で利用できる

サービスやボランティアに関する

こと

手帳の交付申請に関すること

雇用に関すること

経済的な支援に関すること

精神的な不安や孤独感をやわらげ

るための支援に関すること

その他

無回答

（％）

【全体】

H29(N=47)

R2(N=50)

85.7

57.1

28.6

42.9

14.3

35.7

14.3

14.3

7.1

0 20 40 60 80 100
（％）

【身体】

R2(N=14)

75.7

54.1

37.8

56.8

10.8

43.2

43.2

10.8

8.1

0 20 40 60 80 100
（％）

【知的】

R2(N=37)

62.5

50.0

12.5

62.5

12.5

37.5

37.5

0.0

12.5

0 20 40 60 80 100
（％）

【精神】

R2(N=8)
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オ）情報、相談について 
福祉サービスなどの情報の主な入手先は、全体で「町の広報紙・資料」が 50.8％と最も多く、

次いで「テレビ、ラジオ、新聞、雑誌等」が 20.8％となっています。知的は「友人・知人、職場

など」が 33.9％、精神は「医療機関」が 24.2％と多くなっています。 
 

福祉サービスなどの情報の主な入手先（複数回答・上位６項目） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談機能を充実させるために必要なことは、全体で「気軽に話を聞いてもらえること」が

41.4％と最も多く、次いで「身近なところで相談できること」が 32.2％となっています。知的

は「適切なアドバイスができる専門的な人材がいること」が 45.0％と多くなっています。 
 

相談機能を充実させるために必要なこと（複数回答・上位４項目） 
 

 

 

 

 

 

 

  

50.0

17.9

16.1

13.9

12.0

14.0

50.8

20.8

15.7

13.8

13.3

12.6

0 20 40 60

町の広報紙・資料

テレビ、ラジオ、新聞、雑誌等

医療機関

町への問い合わせ

家族・親戚

友人・知人、職場など

（％）

【全体】

H29(N=808)

R2(N=817)

54.7

20.3

15.6

13.4

11.2

10.9

57.3

23.0

15.2

13.7

12.2

9.7

0 20 40 60
（％）

【身体】

H29(N=596)

R2(N=599)

36.2

8.5

9.6

18.1

8.5

35.1

31.2

11.9

9.2

13.8

15.6

33.9

0 20 40 60
（％）

【知的】

H29(N=94)

R2(N=109)

44.4

12.2

26.7

16.7

22.2

14.4

34.8

20.5

24.2

16.8

20.5

12.4

0 20 40 60
（％）

【精神】

H29(N=90)

R2(N=161)

35.1

31.1

29.6

27.1

41.4

32.2

28.0

26.7

0 20 40 60

気軽に話を聞いてもらえること

身近なところで相談できること

相談からサービス提供まで一貫し

た支援体制を充実すること

適切なアドバイスができる専門的

な人材がいること

（％）

【全体】

H29(N=808)

R2(N=817)

35.2

31.2

25.7

24.3

41.4

32.2

28.0

26.7

0 20 40 60
（％）

【身体】

H29(N=596)

R2(N=599)

31.9

31.9

52.1

42.6

46.8

41.3

43.1

45.0

0 20 40 60
（％）

【知的】

H29(N=94)

R2(N=109)

41.1

32.2

32.2

30.0

49.7

37.9

26.7

27.3

0 20 40 60
（％）

【精神】

H29(N=90)

R2(N=161)
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カ）差別解消について 
障害者差別解消法の認知度は、全体で「知っている」が 10.4％、「聞いたことはある」が 19.0％

と合わせて認知度は 29.4％となっており、平成 29 年と比べ減少しています。知的で認知度は

38.5％と多くなっています。 
 

障害者差別解消法の認知度 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「合理的配慮」の認知度は、全体で「言葉も意味も知っている」が 5.4％、「言葉は知っている

が、どの程度まで「合理的配慮」になるかわからない」が 22.2％と合わせて言葉の認知度は

27.6％となっています。 
 

「合理的配慮」の認知度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11.2

17.8

18.3

25.5

10.2

12.4

10.4

14.2

21.7

20.0

20.2

38.3

18.0

21.3

19.0

22.8

58.4

54.4

50.5

31.9

52.6

53.0

54.6

50.5

8.7

7.8

11.0

4.3

19.2

13.3

16.0

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2(N=161)

【精神】 H29(N=90)

R2(N=109)

【知的】 H29(N=94)

R2(N=599)

【身体】H29(N=596)

R2(N=817)

【全体】H29(N=808)

知っている 聞いたことはある

知らない 無回答

6.2

9.2

5.0

5.4

21.7

20.2

22.7

22.2

59.6

53.2

50.1

52.9

12.4

17.4

22.2

19.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【精神】(N=161)

【知的】(N=109)

【身体】(N=599)

【全体】(N=808)

言葉も意味も知っている

言葉は知っているが、どの程度まで「合理的配慮」になるかわからない

言葉も意味も知らない

無回答
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成年後見制度の認知度は、全体で「名前も内容も知っている」が 29.7％、「名前を聞いたこと

があるが、内容は知らない」が 26.9％と合わせて言葉の認知度は 56.6％となっています。精神

は「名前も内容も知らない」が 37.3％と多くなっています。 

 
成年後見制度の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

成年後見制度の活用意向は、全体で「今は必要ないが、将来、必要になった場合は活用したい」

が 36.4％となっています。知的は「今は必要ないが、将来、必要になった場合は活用したい」

が 47.7％と多くなっています。 

 
成年後見制度の活用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

31.1

29.4

29.7

29.7

21.1

24.8

27.7

26.9

37.3

33.9

24.7

27.9

10.6

11.9

17.9

15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【精神】(N=161)

【知的】(N=109)

【身体】(N=599)

【全体】(N=808)

名前も内容も知っている

名前を聞いたことがあるが、内容は知らない

名前も内容も知らない

無回答

4.3

1.8

2.0

2.3

37.9

47.7

34.6

36.4

11.8

5.5

11.0

10.5

37.3

35.8

34.7

35.7

8.7

9.2

17.7

15.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【精神】(N=161)

【知的】(N=109)

【身体】(N=599)

【全体】(N=808)

すでに活用している

今は必要ないが、将来、必要になった場合は活用したい

活用したいと思わない

わからない

無回答
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キ）災害時について 
火事や災害などの時に一人で避難できるかは、全体で「できる」が 53.4％、「できない」が

39.8％となっています。知的では「できない」が 64.2％と多くなっています。 
 

火事や災害などの時に一人で避難できますか 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

避難する場合に頼りにできる人は、全体で「一緒に住んでいる家族」が 70.4％と最も多く、

次いで「友人・知人・近所の人」が 17.9％となっています。 
 

避難する場合に頼りにできる人（複数回答） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

64.6

28.4

53.4

53.4

28.0

64.2

39.4

39.8

7.5

7.3

7.2

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【精神】(N=161)

【知的】(N=109)

【身体】(N=599)

【全体】(N=808)

できる できない 無回答

70.4

15.1

17.9

2.8

11.0

1.2

1.5

0.6

5.4

2.0

6.6

6.6

69.1

14.4

19.9

2.2

8.0

0.5

1.3

0.7

5.3

2.2

6.2

7.7

81.7

14.7

10.1

7.3

32.1

4.6

1.8

0.0

2.8

1.8

1.8

4.6

70.8

14.9

18.0

3.1

8.7

1.2

1.2

1.2

7.5

1.2

8.7

6.2

0 20 40 60 80 100

一緒に住んでいる家族

同居していない他の家族・親せき

友人・知人・近所の人

職場の人

施設・作業所・相談支援事業所の職員

障がい者団体・グループの人

民生委員・児童委員

ボランティア

消防や警察

その他

いない

無回答

（％）

全体(N=817)

身体(N=599)

知的(N=109)

精神(N=161)
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ク）障がい福祉サービスの利用について 
障がい福祉サービスの利用状況は、「利用している」は、「日中介護サービス」が 10.2％、「就

労支援」が 7.5％、「居宅介護サービス」が 7.0％となっています。平成 29 年と比べ多くの項目

で「利用している」は減少していますが、「就労支援」、「障がい児通所支援」等で増加となってい

ます。 
 

障がい福祉サービスの利用状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.9

3.3

4.4

5.2

7.5

5.7

6.0

7.7

10.2

12.6

5.0

4.0

7.0

7.1

31.8

30.4

41.6

37.5

40.6

36.9

41.5

36.0

41.9

39.6

40.4

39.1

52.0

50.0

29.0

27.5

24.0

23.0

21.1

22.8

22.9

23.0

20.9

17.6

26.2

24.8

14.9

14.7

34.3

38.7

30.0

34.3

30.8

34.7

29.6

33.3

27.1

30.2

28.4

32.2

26.1

28.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2

障がい児通所支援： H29

R2

居住支援： H29

R2

就労支援：H29

R2

自立訓練：H29

R2

日中介護サービス： H29

R2

行動援護・同行援護サービス：H29

R2

居宅介護サービス：H29

H29(N=808)

R2 (N=817)

利用している 知っているが利用していない

知らない 無回答
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障がい種別の障がい福祉サービスの利用状況は、「就労支援」は精神、知的で多く、「障がい児

通所支援」、「行動援護・同行援護サービス」、「居住支援」は知的で多くなっています。 

 
障がい種別：障がい福祉サービスの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用している福祉サービスの満足度は、全体で「十分満足している」が 10.3％、「ある程度満

足している」が 28.6％と合わせて 38.9％の人が満足と回答しています。知的では満足という人

が 64.2％、精神では 46.0％と多くなっています。 

 

利用している福祉サービスの満足度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8.3

3.7

11.5

6.3

2.0
4.0

1.7

5.5

15.6

8.3

3.7

16.5

11.0

29.4

3.7 3.7 6.2 5.0

21.7

2.5 3.1

0

10

20

30

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス

行
動
援
護
・
同
行
援
護

サ
ー
ビ
ス

日
中
介
護
サ
ー
ビ
ス

自
立
訓
練

就
労
支
援

居
住
支
援

障
が
い
児
通
所
支
援

（％）

身体(N=599) 知的(N=109) 精神(N=161)

11.8

22.0

8.0

10.3

34.2

42.2

25.4

28.6

19.3

10.1

7.7

9.9

6.2

0.9

2.8

3.2

28.6

24.8

56.1

48.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【精神】(N=161)

【知的】(N=109)

【身体】(N=599)

【全体】(N=808)

十分満足している ある程度満足している あまり満足していない

全く満足していない

（不満である）

無回答
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ケ）将来の暮らしについて 
将来希望する生活は、全体で「自宅で家族と暮らしたい」が 52.3％、「必要なサービスを受け

ながら、一人で自立して暮らしたい」が 17.6％となっています。知的では「グループホームな

どで仲間と暮らしたい」が 18.3％、「施設に入所したい（または現在の施設に入所し続けたい）」

が 12.8％と多くなっています。 
 

将来希望する生活 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

50.3

53.3

33.9

24.5

55.9

61.7

52.3

55.4

26.7

28.9

19.3

16.0

14.9

17.3

17.6

18.6

2.5

5.6

18.3

23.4

2.0

1.7

3.9

4.7

3.1

4.4

12.8

25.5

7.3

7.9

7.0

9.4

9.9

4.4

2.8

1.1

3.7

2.2

4.8

2.2

7.5

3.3

12.8

9.6

16.2

9.2

14.4

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2(N=161)

【精神】 H29(N=90)

R2(N=109)

【知的】 H29(N=94)

R2(N=599)

【身体】H29(N=596)

R2(N=817)

【全体】H29(N=808)

自宅で家族と暮らしたい

必要なサービスを受けながら、一人で自立して暮らしたい

グループホームなどで仲間と暮らしたい

施設に入所したい（または現在の施設に入所し続けたい）

その他

無回答
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今後の生活の不安は、全体で「障がいや病気のことについて」が 47.9％と最も多く、次いで「生

活費について」が 37.7％となっています。知的では「親の高齢化について」が 65.1％、「就職・

仕事のことについて」が 42.2％と多くなっています。精神は「生活費について」が 57.1％と多く

なっています。 

今後の生活の不安（複数回答） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ）施策要望について 
力を入れていく必要がある障がい者福祉施策は、全体で「保健・医療サービスの充実」が 41.0％

と最も多く、次いで「経済的な援助の充実」が 37.3％となっています。知的では「災害時の支

援」が 54.1％、精神では「経済的な援助の充実」が 53.4％と多くなっています。 
 

力を入れていく必要がある障がい者福祉施策（複数回答・上位８項目） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

52.8

36.5

16.5

27.4

2.7

15.0

19.1

13.5

47.9

37.7

18.4

24.4

4.0

16.8

21.8

9.7

0 20 40 60 80

障がいや病気のことについて

生活費について

住宅・生活場所について

介助してくれる人について

進学・学校生活について

就職・仕事のことについて

親の高齢化について

特に不安はない

（％）

【全体】

H29(N=808)

R2(N=817)

54.0

32.0

11.6

26.0

1.0

6.5

8.2

15.8

46.1

32.2

13.9

24.0

1.7

7.8

10.5

11.5

0 20 40 60 80
（％）

【身体】

H29(N=596)

R2(N=599)

48.9

46.8

37.2

44.7

13.8

37.2

59.6

6.4

48.6

46.8

34.9

37.6

18.3

42.2

65.1

4.6

0 20 40 60 80
（％）

【知的】

H29(N=94)

R2(N=109)

56.7

63.3

28.9

22.2

2.2

50.0

51.1

5.6

55.3

57.1

28.6

19.3

3.7

34.2

41.0

5.0

0 20 40 60 80
（％）

【精神】

H29(N=90)

R2(N=161)

40.0

32.5

27.4

33.8

26.0

26.2

32.2

28.2

41.0

37.3

33.0

29.7

29.3

27.2

26.9

26.3

0 20 40 60 80

保健・医療サービスの充実

経済的な援助の充実

災害時の支援

移動手段・交通の整備

相談・情報提供体制の充実

在宅福祉サービスの充実

段差の解消やエレベーターの設置な

どバリア（障壁）のないまちづくり

障がい者や福祉に対する理解を深め

る啓発活動

（％）

【全体】

H29(N=808)

R2(N=817)

40.3

27.7

25.5

35.6

20.8

28.0

35.2

25.0

42.1

32.9
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３．団体ヒアリングの結果 
 

計画策定にあたり、障がいのある人やその支援団体から意見をいただきました。その主な内容は、

以下のとおりです。 

 
・実施概要 

 
対象団体：三芳町身体障害者福祉会、三芳町手をつなぐ親の会、アップルパイ、視覚障がい者

の会ひとみ、ガイドヘルパーあいの会、三芳町聴覚障害者の会、三芳手話サークル、

三芳町こころの健康づくりをすすめる会 
実施期間：令和２年 10 月９日（金）から 10 月 23 日（金） 
調査方法：新型コロナウイルス感染症の拡大を考慮し、調査票を各団体に郵送配布・郵送回収

し、意見の聴取を行い、ヒアリング結果としました。 
 

・結果概要 
 

（１）情報や相談について 
・情報は連盟やニュースなどで入手している。富士見パレットで相談する人が多い。 
・情報は他市町村の視覚障がい者の会や友人から入手している。福祉課、ケアマネジャー

等に相談している。 
・当事者の方は別に情報を得ているかもしれないが、支援側は行政などを通じて知り得た

事を伝え、共有している。 
・福祉課や子どもが通っている施設、親の会での情報交換などでこちらから聞けば情報が

入ってくるように感じる。相談で困りごとは解決している。 
・役場や相談支援担当者、サークルメンバーから情報を得ている。専門知識のある方にす

ぐに相談できる場所が常時あると相談しやすい。 
・情報はひんぱんに入手していない。視覚障がい者の会「ひとみ」、社協からサービス内容

を聞く。 
 

（２）生活支援サービスについて 
・手話動画でサービスなどを知らせる数を増やしてほしい。 
・障がい者のゴミの収集で他の市町村では障がい者の家の前まで来てくれる所もあるので

考えてほしい。 
・必要なところにはピンポイントで情報をくれるので、他にも情報が流れると良い。新し

くできた施設等の情報は近隣でなくても県内なら情報がほしい。 
・ショートステイ、成人障がい者デイサービスの緊急時の預かり場所が増えると良い。施

設や職員、支援者不足を感じる。 
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・町内や近隣を巡回するバスを中型にして運行回数、路線を増やしてほしい。労働者とし

ての（ボランティアではなく）ガイドヘルパーの不足・交差点での音声信号機や点字ブ

ロックの設置。視覚障がいの方は他の障がい者より支援を必要としている。 
 

（３）保健・医療について 
・手話通訳同行のときは助かっているので、予約なしでも常にスムーズに通訳できる環境

だと良い。 
・病院や医療機関について、目がみえないので病院内での対応をこまめにしてほしい。 
・急病になった時、近くに行ける障がい者の指定病院がほしい。先日てんかん発作があり、

病院をさがすのに大変だった。大きな病院だと待ち時間が長く、その間まわりに迷惑を

かけないようにするのが親にとってかなりのストレスになるので（本人もそうかもしれ

ないが）少しでも待ち時間が短くなるよう、予約診療ができるようにしてほしい。 
・往診があると助かる。家族が体調をくずしたときに障がい児・者が在宅している場合、

病院に行くことができなく、突然具合が悪くなったときにＳＯＳが出せる緊急往診ドク

ターが地域にいてくださると安心。 
・診察を断る医療機関があり、どの医療機関なら大丈夫なのか病院さがしに苦労している

方が多い。コロナ禍でインフルエンザの予防接種希望者は学校や作業所などで接種でき

ると確実にリスクを減らすことができると、今の時期ならではの声があった。 
・病院まではガイドヘルパーがいても、院内診察室で一人になってしまうので困る。本人

の了解、要望があれば入室、付き添いできるようにしてほしい。 
・インフルエンザの補助対象の拡大。 

 
（４）障がい児支援について 

・ろう赤ちゃんが生まれたら、手話があると情報提供してほしい。情報保障のための機器

の情報提供の数が少ない。 
・ヘルパー利用の移動支援などはヘルパー不足から利用が難しくなってきている。医療的

ケアが必要な障がい児の放課後等デイサービス事業所は少ないので利用が難しい方も

いる。 
・学童期は放課後等デイサービスがあるが、卒業後は活動場所や活動時間が減り家で過ご

す時間が増え、居場所に不安を持っている方がいる。 
 

（５）社会参加について 
・コロナのせいで交流できずにいるが、スマホで手話チャットできる人は良いが、スマホ

が扱えない高齢者は大変。 
・精神障がいの分野として自分達がかかわれる範囲では機会を作ってきた。しかし、今日

の社会で生まれている“ひきこもり的”な当事者については、解決できていないと思う。 
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・団体設立当時からみれば、多くの会員が就労していて変化を感じる。ただ就労できない（既

婚、病状などで）当事者も何らかの形で“仕事”にかかわれると良いと思う。精神の場合

は気分の揺れに左右される部分があるので難しいが、散発的でも参加できる事があれば有

難い。就労した会員たちは、生き生きと楽しい表情をみせている。 
・福祉まつりなど、普段作業所などに通っているのでなかなか健常者との交流は難しい。

就労では工賃などをもらっているので、本人も励みになっている。 
・地域の活動は車イスだと参加が難しい。トイレに困ることが多い。長時間バギーに乗っ

ているとつらく横になれる場所があると良いという声があった。障がい児・者に合った

活動が少なく健常者と交流する機会は少ないと思う。 
・身近な障がい児・者は皆就労できていて、楽しく働けている。職員も利用者もお互いの

理解が必要な場面も時にはあると思う。ジョブコーチなど困ったときに間に入ってくれ

る方がいると助かる。 
・健常者、地域の人々から障がい児・者への交流の呼びかけが大切で町内会やサークルへ

の働きかけが必要。障がいの有無にかかわらず誰でも参加できるサポートを。 
 

（６）災害や緊急時の避難などについて 
・手話コミできる人数が増えてほしい。 
・福祉避難所、福祉スタッフを確保してほしい。くぎりをつけてほしい。役場での訓練に

参加したが、こわかった（ガイドの不備）。 
・避難後、ある程度落ち着いたら障がい者のいる家族、小さい子どもがいる家族などそれ

ぞれ別の避難所に分けてほしい（障がい者のいる家族は集会所、小さな子は児童館など）。

障がいの重い家族は避難所には行かず、通っている作業所か自宅待機する覚悟でいる。 
・災害時の避難判断が難しいです。支援者がそばにいる場合は大丈夫だが、一人での判断

は難しい。緊急時に確認してくれる方がいると安心。障がいの特徴から集団が苦手な方

が多いので、避難所で過ごすことが難しい。障がいの特性を伝えるためのマニュアルが

各避難所にあり、どこの避難所でも同じ支援が受けられると安心。 
・防災放送の聞きとりが難しいのでよく聞こえるようにしてほしい。スピーカーの設置場

所の増加、障がい者であることが一般にわかるような目印になる物（衣服、たすき等の

グッズ）を町から各個人に配布してほしい。また、災害が起こったら即、福祉支援者を

数名派遣してほしい。 
・雨のときの防災無線が聞こえづらい。避難場所の定員に不安があり、新型コロナ感染症

対策も含め、多勢の中にいられない人への支援。 
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（７）権利擁護について 
・「成年後見制度」はいい制度だと思うが、具体的によくわからないので勉強会を町等でや

ってほしい。２市１町の法律事務所等の紹介をお願いしたい。 
・「成年後見制度」は必要だと思いますが、講習などを受けて尻込みしました。フットワー

クが良くないとできないと思った。 
・合理的配慮が正しく提供されていることが増えてきたが、まだ難しいと思う場面もある。

意思を伝え合うためのツール（絵、写真、タブレット）やスロープやエレベーターなど

配慮を必要としている方にすぐ提供できるよう整備が進むと良い。 
・「成年後見制度」自体は必要だと思うが、費用と成年後見者の選定に不安（後見者の信頼

性）。手続きが複雑なので、迅速にできるようにしてほしい。 
 

（８）町への要望について 
・誰もが日本手話で話せる町でありたい。 
・いろいろな情報の提供をお願いします。仲間づくりのため、ひとみの会があることを三

芳町の人々に知らせてほしい。 
・３障害に対する施策は近年、ようやく足並みをそろえてきたのではないかと思いますが、

おしなべて平均にするのではなく、各障がいの特徴に応じた施策が本当の公平と感じる。 
・個人でなくても各福祉団体やグループの責任者に流すだけでも良いので情報をもう少し

流してほしい。２市１町にもう一つ入所施設がほしい。 
・誕生から成人まで福祉、学校、医療について相談できる場所などが増えて、安心して楽

しく生活できるようなってほしい。 
・町主催の映画会等で音声ガイドを導入してほしい。視覚障がい者の方々も高齢化してい

る。家族の介護だけでは負担が大きいので、視覚障がい者の方が安心して老後を暮らせ

る施設を建設できないか。共生社会を築くために町内公立学校において、福祉教育、人

権教育を毎年実施してほしい。安定した生活のために高齢者、障がい児・者の医療費を

無料にしてほしい。 
・老人ホーム、介護施設にすぐ入所できるようにしてほしい。 
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４．施策の実施状況 
 

（１）施策の取り組み状況 
 
前期計画期間中（平成 30 年度～令和２年度）においては、以下の施策に重点的に取り組んで

きました。 
 

（１）情報・相談・権利擁護の充実 
 
相談支援体制の強化や福祉サービスの利用促進とともに、虐待防止や差別解消、権利擁

護の推進に取り組んできました。 
 
・「障がい者生活支援事業」は、引き続き町内のめぐみ会に委託し、「相談支援センターか

しの木」が運営しています。 
・町の相談支援の体制整備については、地域自立支援協議会の相談支援部会で提言された

「基幹相談支援センターに対する協議会の意見」を受けて、三芳町障がい者基幹相談支援

センター事業実施要綱の素案が完成、令和３年度中に設置し町の相談支援を強化します。 
・障がい者の重度化、高齢化や「親亡き後」の生活の安心等を見据え、障がい者が住み慣

れた地域で安心して自立した生活を続けられるための「地域生活支援拠点等」の体制整

備について、地域自立支援協議会の相談支援部会で複数年かけて検討しました。そして

「地域生活支援拠点等の整備に関する検討が必要な事項についての報告書」と「地域生

活支援拠点等の整備に関する協議会の意見」の報告書を町へ提出しました。 
・虐待防止の取り組みとして、引き続き町直営の「虐待防止センター」において、ガイド

ラインやマニュアルに基づき関係機関と連携し、個別案件の対応をしてきました。 
・差別解消に向けた取り組みとして、引き続き町職員への服務規律の一環として「職員対

応要領」に基づき対応をしています。個別の相談があった場合は、調査を実施、合理的

配慮について相手側の事業所等へ対処方法などの助言をしてきました。 
 

（２）生活支援サービスの充実 
 
サービスに関する情報提供やサービス提供事業所との連携強化等に取り組んできました。 
 
・障害者総合支援法や児童福祉法の各障がい福祉サービス（地域生活支援事業も含む）に

ついて、町のホームページや障がい者福祉ガイド等で周知に努めてきました。また、委

託相談支援事業所、計画相談支援を行う特定相談支援事業所等と連携し、周知や個別対

応の充実を図ってきました。 
・障がい福祉サービス提供のための人材確保、サービス提供事業者等への必要な支援につ

いては、県の研修会等の周知をしてきました。 
・障がい児の支援については、当事者向けの情報交換会なども実施してきました。 
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（３）保健・医療体制の充実 
 
母子保健や各種健診、医療体制及び精神保健福祉の充実に取り組んできました。 
 
ア）健康管理・リハビリテーション等の支援 

・中途障がいの原因となる生活習慣病を予防するため、個別相談・健康教育を実施し

ました。 
・子育て世代包括支援センターを母子保健の部署に設置し、母子保健・子育て支援・

両者の視点からさらに一貫した相談体制を整えました。 
・高齢者の要介護状態の予防のため、介護予防事業を実施しました。 

 

イ）医療体制の充実 

・医療費負担の軽減を図るため、自立支援医療給付を行いました。 
・医療的ケア児に対し、レスパイトケアとして、訪問看護に係る費用の助成制度を開

始し、また自宅以外でも訪問看護を利用できる体制を整えました。 
 

ウ）精神保健福祉の充実 

・相談支援体制の充実を図るため、町単独で、かしの木ケアセンターに委託し相談対

応の人員を拡充しました。 
・こころのセミナー他、各種精神保健福祉事業を実施し、正しい知識の普及に努めま

した。 
 

（４）障がい児教育の充実 
 
保健、福祉教育等の関係機関が連携し、子どもの成長に合わせた切れ目のない支援が受

けられる体制づくりに取り組んできました。 
 

・学校、保育所、幼稚園、保健センター、こども支援課、相談支援事業所、各療育機関等

と連携し、障がいの早期発見や早期対応に応じ、訪問やケース会議を行い、相談体制の

構築をしています。 
・地域自立支援協議会の「障がい児支援検討部会」においても、障がい児とその家族の抱

える課題について検討し、年に１度情報交換会を実施しています。 
・情報交換会では、家族の声をもとに情報提供、勉強会、グループワークなどを行いまし

た（令和２年度の情報交換会は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止）。 
・医療的ケア児のレスパイトケアとして、訪問看護に係る費用の助成制度を開始し、医療

的ケアの必要な児に対して柔軟に支援が行えるよう、仕組みづくりを行いました。 
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（５）社会参加への支援 
 
社会参加活動や雇用・就労など、主体的な活動を支える取り組みを進めてきました。 
 
・就労支援については、ハローワークや町障がい者就労支援センタ－、埼玉障害者職業セ

ンター、相談支援事業所、就労移行支援事業所、就労Ｂ型事業所、特別支援学校、町観

光産業課などと連携し対応しています。 
・地域自立支援協議会の専門部会である「就労支援検討部会」が新設されました。同部会

において、就労支援のガイドラインの検討や就労支援事業所のパンフレット作成を検討

しています。 
・就労支援センターが「個別支援計画」を作成し、きめ細やかな対応をしてきた結果、年々

就労者も増加しています。 
・障がい者施設等からの物品等の調達方針を作成、庁内に周知し促進を図っています。 
・障害者総合支援法に新設された個別給付の「就労定着支援」を活用し、就労した方の職

場定着の促進を図っています。 
 

（６）安全・安心な生活環境の整備 
 
福祉のまちづくりとして防犯・防災対策を推進しました。 
 
ア）福祉のまちづくり 

・防災無線の内容を登録制メールにより配信、また、災害・避難情報は緊急速報メー

ルを導入しています。 
・要援護者避難支援プラン推進会議を中心に、災害時の福祉避難所等支援対策を検討

しました。 
・生活道路や歩道について安全性を高め、使いやすくなるよう、可能な範囲での整備

を進めました。 
 
イ）防犯・防災対策の推進 

・タブレット端末を利用した緊急通報システム事業を継続実施しています。 
・緊急時連絡システムの体制整備を行いました。 
・障害者手帳の取得説明時に、災害時要援護者の登録の案内をし、災害時の要援護者台帳

を作成しました。また、民生委員と個別訪問、個別避難支援プランの作成を行いました。 
・避難行動要支援者名簿について、３障がいの手帳取得者より名簿を作成しました。 

  



第２章 障がい者を取り巻く状況 

38 

（７）地域福祉の推進 
 
「あいサポート運動」の推進、交流の場の充実、当事者団体の育成支援、当事者の参加

を推進しました。 
 
・富士見市社会福祉協議会に委託し、毎月定期的にあいサポーター研修を開催しました。

また、講師として障がい当事者が参加することで、住民に対しての理解を深めることが

できました。 
・公民館との共催事業で、聴覚障がい者との交流場所として、毎月定期的に手話サロンを

開催しました。徐々に参加者が増加し、手話に対する理解が深まっています。 
・障がい者補助団体の事務局として参加、当事者団体の支援を実施する等、普及啓発に努

めました。 
・当事者が講師として、あいサポーター研修や学校における福祉教育に参加することで、

障がいについての理解がより深まり、共生社会を目指す一助となっています。 
・聴覚障がい者が各種イベントや講演会等に参加しやすいよう、開催担当課と連携を図り、

手話通訳等情報保障に努めました。 
・聴覚障がい者や視覚障がい者の意思疎通支援の担い手を養成するための講習会、講演会

を計画的に開催しました。 
・聴覚障がい者に対する理解が深まり、手話言語条例が制定され、手話が一つの言語とし

て位置づけられました。 
・福祉啓発のための YouTube チャンネルを開設し、動画を用いて効果的に広く啓発しま

した。 
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（２）障がい福祉サービスの実施状況 
 
第５期障がい福祉サービスの実施状況は以下のとおりです。 
 

①指定障がい福祉サービス、相談支援事業（指定相談支援） 
（１か月あたり） 

サービス名 単位 
実績値 計画値 対計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

元年度 

居宅介護、重度訪問介護、同行

援護、行動援護、重度障害者等

包括支援 

時間数 427 399 1,134 1,474 1,916 27.1% 

人数 40 39 46 55 66 70.9% 

生活介護 人数 56 56 61 62 63 90.3% 

自立訓練（機能訓練） 人数 0 0 1 1 1 0.0% 

自立訓練（生活訓練） 人数 2 1 1 1 1 100.0% 

就労移行支援 人数 8 13 5 6 7 216.7% 

就労継続支援（Ａ型） 人数 7 8 4 4 4 200.0% 

就労継続支援（Ｂ型） 人数 60 62 61 67 74 92.5% 

療養介護 人数 3 3 3 3 3 100.0% 

短期入所（福祉型） 日数 7 7 10 11 12 63.6% 

短期入所（医療型） 日数 2 2 0 0 0 ― 

共同生活援助（グループホーム） 人数 18 23 17 18 19 127.8% 

施設入所支援 人数 37 30 35 36 37 83.3% 

計画相談支援 人数 28 40 29 34 39 117.6% 

地域移行支援 人数 0 0 0 0 0 ― 

地域定着支援 人数 0 0 5 5 5 0.0% 

児童発達支援 人数 27 32 29 32 35 100.0% 

放課後等デイサービス 人数 64 71 75 83 91 85.5% 

保育所等訪問支援 人数 1 3 1 2 2 150.0% 

医療型児童発達支援 人数 0 0 0 0 0 ― 

障がい児相談支援 人数 20 19 20 22 24 86.4% 
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②地域生活支援事業 
（１か月あたり） 

サービス名 単位 
実績値 計画値 対計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

元年度 

①相談支援事業 

障害者相談支援 箇所 1 1 1 1 1 100.0% 

基幹相談支援センター 有無 無 無 有 有 有 ― 

相談支援機能強化事業 有無 無 無 有 有 有 ― 

住宅入居等支援事業 有無 無 無 無 無 無 ― 

②成年後見制度利用支援事業 人数 0 2 1 1 1 200.0% 

③意思疎通支援 

事業 

手話通訳者・要約筆記 

派遣事業 
人数 377 409 251 276 304 148.2% 

手話通訳者設置事業 箇所 1 1 1 1 1 100.0% 

④日常生活用具

給付等事業 

介護・訓練支援用具 
給付

件数 
0 0 3 3 3 0.0% 

自立生活支援用具 
給付

件数 
7 4 7 7 7 57.1% 

在宅療養等支援用具 
給付

件数 
2 4 5 5 5 80.0% 

情報・意思疎通支援用具 
給付

件数 
8 6 10 10 10 60.0% 

排泄管理支援用具 
給付

件数 
616 551 521 531 542 103.8% 

居宅生活動作補助用具 
給付

件数 
0 1 2 2 2 50.0% 

⑤移動支援事業 人数 10 12 10 11 13 109.1% 

⑥地域活動支援センター 箇所 0 0 0 0 0 ― 

⑦日中一時支援事業 人数 14 12 11 13 15 92.3% 
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５．取り組むべき課題 
 

（１）情報提供、相談支援、障がい者差別解消について 
・「計画相談支援」については、既に支給決定者全員に導入済みですが、サービス利用の増

加、近隣市の計画相談支援の動向などにより、２市１町（富士見市、ふじみ野市、三芳

町）の圏域の特定相談支援事業者数の増加に向けた体制整備を引き続き実施していく必

要があります。 
・地域相談支援の「地域移行支援」や「地域定着支援」を促進するための「一般相談支援

事業所」が２市１町（富士見市、ふじみ野市、三芳町）の圏域にないので体制整備を実

施していく必要があります。 
・地域自立支援協議会の相談支援部会での提言では、令和３年度中に「基幹相談支援センター」

と「地域生活支援拠点等」を設置することとされており、これに基づく検討が必要です。 
・情報、コミュニケーション支援の充実については、意志疎通及び情報保障の観点から、

地域自立支援協議会の「コミュニケーション支援検討部会」で聴覚、視覚、知的障がい、

高次脳機能障がいなど、障がい特性ごとの支援を協議していく必要があります。 
・差別解消に向け、障がい者団体や関係機関、障がい福祉サービス事業所、商工会、会社

への周知、「あいサポート運動」を絡めながら普及啓発を引き続き取り組んでいく必要が

あります。相談があった場合の支援体制や町全体の合理的配慮の推進、差別解消に向け

た取り組みを強化していく必要もあります。 
 

（２）地域での生活支援の充実について 
・町の相談支援体制の強化に向けて、「基幹相談支援センター」の設置により、同センター

の役割や機能により様々な障がいやライフステージごとに継続した相談支援の充実、委

託相談支援事業所、特定相談支援事業所等への個別支援のフォローやコーディネート体

制を整備していくことが重要です。 
・障がいの重度化、高齢化や「親亡き後」も安心できる地域生活支援を推進していく「地

域生活支援拠点等」の体制整備が重要です。特に「成年後見制度利用事業」のさらなる

普及啓発、利用促進に取り組み、権利擁護を強化することが重要です。 
 

（３）保健・医療体制の充実について 
・医療的ケアの必要な子どもの通所可能な療育機関が、現在町内にないため、近隣市と協

力し体制整備を進める必要があります。 
・難病患者・難病患児の日常生活用具の支給体制は整いましたが、障がい福祉サービスの

支給決定基準を設け、障害者手帳の取得が困難な難病患児者に対し、サービス利用の体

制づくりが必要です。 
・障がいのある高齢者に対し、介護保険と障がい福祉サービスの利用体制は整ってきまし

たが、今後は課題となっている支給決定基準を設け、支給内容についての体制整備が必

要です。 
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（４）障がい児教育の充実について 
・障害者手帳の取得までに至らない発達の気になる子の療育機関の利用が増えてきている

ため、相談に応じられる体制づくりをしていく必要があります。 
・親や家族が学べる機会がほしいとの声もあるため、親支援事業（ペアレントトレーニン

グ）を行っていく必要があります。 
・障がい児とその家族が地域で生活がしやすいと感じられるように、地域住民や周囲の理

解が得られる環境づくりを強化していく必要があります。 
・医療的ケア児、重症心身障がい児、肢体不自由児（特に未就学児）の通所可能な事業所

が少ないため、支援体制を整備していく必要があります。 
 

（５）就労や社会参加への支援について 
・就労支援については、個別対応、関係機関との連携、ネットワークや地域課題への取り

組みが極めて重要であり、地域自立支援協議会専門部会の「就労支援検討部会」で検討

していきます。 
・障がい者雇用の働きかけの強化、企業実習先の拡大、「障害者優先調達推進法」の充実、

賃金や工賃の増加など、国、県の施策と連携して対応していく必要があります。 
・障がい福祉サービスの就労移行支援や就労継続支援Ｂ型等を利用している福祉的就労の

方が、障がい者雇用を含めた就労ができるような支援体制の整備やガイドライン作成が

重要です。 
・障害者優先調達制度については、指針を作成した町各課と連携し推進に努めています。

町役場における障がい者雇用の充実、実習の場としての機能、障害者優先調達推進法の

ガイドラインに沿った各課対応の推進などが課題です。 
 

（６）安全・安心な生活環境の整備について 
・地域住民と連携し、災害時の避難支援体制を具体化するとともに、今後も対象者の登録

の促進を図り、個別避難支援プランの作成、及び定期的見直しが必要です。 
・埼玉県福祉のまちづくり条例をもとに、公共施設や歩道の整備を引き続き推進していき

ます。 
・聴覚障がい者や防災無線が聞こえにくい人に対し、今後も多角的方法を検討していく必

要があります。 
 

（７）地域福祉の推進について 
・地域共生社会の実現に向け、今後も「あいサポート運動」を通し理解を深める必要があり

ます。 
・今後も町内の学校、企業に対し「あいサポート運動」を広めていきます。 
・手話言語条例の制定後、事業等で手話に対する理解は深まっています。今後、推進方針

を策定し、さらに推進に努める必要があります。 
・地域福祉計画と連携をしながら進めていきます。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 計画の基本的な考え⽅	
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

～障がいを知り、共に生きる、地域共生社会を目指して～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「あいサポート運動」について 

誰もが、様々な障がいの特性、障がいのある方が困っていることや、障がいのある方へ

の必要な配慮などを理解して、障がいのある方に対してちょっとした手助けや配慮など

を実践することにより、障がいのある方が暮らしやすい地域社会（共生社会）を皆さん

と一緒に作っていく運動です。 

 

「あいサポート運動」は、 

地域の誰もが障がいのある方と共に生きるサポーターになっていただく取り組みとし

て、平成 21 年 11 月 28 日に鳥取県からスタートしました。 

 

三芳町では平成 26 年 10 月に「あいサポート運動」の推進に関する協定を鳥取県と締

結し、取り組みを進めています。 

 

「あいサポート運動」は、 

まず、様々な種別の障がいを知ることからはじめます。 

障がいを知ることにより、障がいのある方が日常生活で困っていることを理解します。 

そしてそれぞれに必要な配慮や手助けを、できることから実践していこうという運動で

す。（特別な技術の取得は不要です。） 

「あいサポートバッジ」 

「あいサポート運動」を実践していく方々を「あい

サポーター」と呼びます。 

日常生活のなかで、障がいのある人が困っていると

きなどに、ちょっとした手助けをする意欲のある方

であれば、誰でもなることができます。「あいサポ

ートバッジ」は、あいサポーターのシンボルバッジ

です。 
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第３章 計画の基本的な考え⽅ 
 
１．計画の理念 
 

障害者基本法では共生社会の実現に向けた基本原則として、すべての障がいのある人に、「あらゆる

分野の活動に参加する機会」、「どこで誰と生活するかについての選択の機会」、「意思疎通のための手

段についての選択の機会」、「情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会」の確保と拡大

が位置づけられています。またそのために、障がいを理由とした差別や権利・利益侵害を禁止すると

ともに、参加と選択の機会を妨げる社会的障壁の除去または合理的な配慮を求めています。 

三芳町に暮らす障がいのある人が、自己決定と自己選択により主体的に暮らしていくためには、必

要となる様々な支援の充実とともに、地域の中での支え合いや、差別や権利の侵害を許さない地域づ

くりをさらに進めていく必要があります。 

本計画は次に掲げる基本理念のもとに、障がいのある人の視点に立ち、ライフステージに応じた総

合的な支援を地域全体で進めることができるよう、地域社会への働きかけや地域生活支援の充実、社

会参加の支援や安全・安心の取り組み等、幅広い施策の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

三芳町に暮らす障がいのある人もない人もすべての人が、 

お互いを認め、理解しあい、支えあいながら、 

ともに生活する社会（共生社会）の実現を目指します。 

基 本 理 念 
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２．計画の基本⽬標 
 

基本理念の実現に向けて、次の７つの基本目標を定め、施策を推進します。 

 

 

 

障がい特性に配慮した情報提供や相談しやすい窓口の整備、障がい者差別解消に向け

た取り組みを強化します。 

 

 

福祉サービスの質の向上とともに、グループホームや通所施設などの生活基盤の整備

に努めます。 

 

 

母子保健や精神保健福祉、緊急時の医療体制やリハビリテーション支援などに取り組

みます。 

 

 

幼稚園・保育所・学校・学校教育卒業後、それぞれの段階をつなぎ、切れ目なく支援

を受けられる体制を充実します。 

 

 

社会参加活動や雇用・就労支援など、主体的な活動を支える取り組みを進めます。 

 

 

 

建物・道路・情報のバリアフリーに取り組みます。また、災害時の避難支援の取り組

みを進めます。 

 

 

「あいサポート運動」を中心に、心のバリアフリーや障がい当事者の参画促進など、

人と人とのつながりづくりに取り組みます。 

 

 

 

  

 １ 
 

情報・相談・権利擁護の充実 

 ２ 
 

 ３ 
 

 ４ 
 

 ５ 
 

 ６ 
 

 ７ 
 

⽣活⽀援サービスの充実 

保健・医療体制の充実 

障がい児⽀援の充実 

社会参加への⽀援 

安全・安⼼な⽣活環境の整備 

地域福祉の推進 
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３．施策の体系 
 

基本目標 施策 事業 

１ 情報・相談・権利擁

護の充実 

（１）情報・コミュニケーション

支援の充実 

①広報紙・ガイドブックの活用 

②ホームページ等の活用 

③コミュニケーション支援事業 

④通訳者・奉仕員等の養成 

⑤手話言語条例の推進 

（２）相談・ケア体制の充実 

①障がい者相談支援事業 

②基幹相談支援センターの整備 

③自立支援協議会相談支援部会の活用 

④障がい者相談窓口の充実 

⑤医療的ケアが必要な方への相談支援 

（３）権利擁護の充実 

①成年後見制度利用支援事業 

②人権擁護の推進 

③障がい者差別解消に向けた取り組みの 

強化 

④虐待防止の取り組みの推進 

⑤福祉サービス利用援助事業の啓発・支援 

２ 生活支援サービス

の充実 

（１）日常生活の支援 

①訪問系サービスの充実 

②日中活動系サービスの充実 

③福祉用具等の利用支援 

（２）移動支援 
①移動支援事業 

②多様な移動手段の支援 

（３）居住の場の確保 

①居住支援 

②施設入所支援 

③多様な住まいの確保 

④住宅改造への支援 

（４）経済的支援 
①各種手当の支給 

②医療費等の助成 

３ 保健・医療体制の

充実 

（１）健康管理・リハビリテーシ

ョン等の支援 

①健康管理の推進 

②母子保健の充実 

③高齢障がい者への支援 

（２）医療体制の充実 

①医療的ケアの充実 

②医療費等の助成 

③緊急医療体制の確保 

④難病患者への支援体制の整備 

（３）精神保健福祉の充実 

①精神障がい者相談体制の充実 

②こころの健康づくり事業の推進 

③地域交流事業の促進 

④精神障がい者の医療の充実 

⑤うつ病・自殺対策の充実 
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基本目標 施策 事業 

４ 障がい児支援の 

充実 

（１）子どもの成長支援 

①早期発見・早期対応の体制づくり 

②療育支援の充実 

③継続した支援体制の確立 

④障がい児の親への支援体制の確立 

（２）保育・教育支援の充実 
①統合保育の推進 

②保育・教育相談の充実 

（３）学校教育の充実 

①特別支援教育の推進 

②教職員研修の充実 

③学校施設の整備 

（４）放課後支援の充実 
①学童保育室の充実 

②地域生活支援事業の活用 

５ 社会参加への支援 

（１）就労の支援 

①就労相談の充実 

②障がい者雇用の促進 

③就労移行支援、就労継続支援、就労定着

支援 

④職業訓練の推進 

⑤就労に向けた生活習慣の確立への支援 

⑥就労支援のネットワークづくり 

（２）福祉的就労の充実 
①福祉的就労の場の拡充 

②障がい者施設生産物の販売支援 

（３）生涯学習の推進 

①情報提供の工夫 

②ボランティアの確保 

③図書館事業の充実 

④公民館事業の充実 

（４）スポーツ・文化活動の 

推進 

①自主サークルなどの活動支援 

②スポーツ・レクリエーション施設の充実 

③スポーツ・レクリエーション振興事業へ

の参加促進 

④町民体育祭への参加促進 

６ 安全・安心な生活

環境の整備 

（１）福祉のまちづくり 

①人にやさしいまちづくりの推進 

②公共施設のバリアフリー化 

③情報バリアフリーの推進 

（２）防犯・防災対策の推進 

①緊急通報体制の充実 

②災害時要援護者対策の充実 

③避難所での障がい者支援 

④防犯情報の配信 

⑤消費者保護の取り組み 

７ 地域福祉の推進 

（１）あいサポート運動の推進 

①啓発活動の推進 

②職員研修の充実 

③ボランティア活動の支援 

（２）交流の場の充実 

①交流保育の推進 

②みよしまつりの開催 

③福祉まつり事業への協力・支援 

④町民文化祭の開催 

⑤地域での交流活動の充実 

（３）障がい当事者団体等の育成 

支援 

①障がい当事者団体等の活動支援 

②団体間のネットワークづくり 

（４）障がい当事者参加の推進 
①まちづくりへの参画 

②福祉施策検討への参画 
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第４章 施策の展開 
 
基本⽬標１．情報・相談・権利擁護の充実 
 

施策（１）情報・コミュニケーション⽀援の充実 
 

事業名 内容 担当課 

広報紙・ガイドブック

の活用 

福祉サービスの情報をはじめとする町からの情報が障がい者

に適切に届くように、広報みよしやガイドブックによる情報

提供を行います。また、声の広報及び点訳版を視覚障がいの希

望者に送付するとともに、活字だけでなく、動画などを通して

多くの情報を得られるよう努めます。 

福祉課 

秘書広報室 

ホームページ等の活用 

町のホームページを通じて、声の広報として音声で毎月広報

の情報を掲載するなど、福祉サービスの内容やボランティア

の紹介などをわかりやすく幅広く提供します。スマートフォ

ンなどの情報端末を活用した情報提供も強化していきます。 

福祉課 

秘書広報室 

コミュニケーション 

支援事業 

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス（地域生活支

援事業）により、意思疎通を図ることに支障のある障がい者

に対し、手話通訳者等による意思疎通の円滑化を図ります。

また、タブレット端末を用いた遠隔手話による通訳や緊急時

通報システムを継続します。今後は、知的障がい・高次脳機能

障がい・発達障がい者の意思疎通支援策を自立支援協議会の

専門部会を通して検討していきます。 

福祉課 

通訳者・奉仕員等の 

養成 

コミュニケーション支援事業の担い手である手話通訳者、手

話奉仕員、要約筆記奉仕員の養成講習会を実施します。参加

のきっかけづくりとして始めた初めての手話講習会について

も継続します。参加人数の増加を目指すために、今後も短期

の講座等手話にふれる機会を提供していきます。 

福祉課 

手話言語条例の推進 

「手話は言語である」との理念のもと、ろう者と聞こえる人

がお互いを理解し、共生する社会を実現するために手話言語

条例を制定しました。また、手話施策推進方針にのっとり、具

体的実施に向けた取り組みを進めていきます。 

福祉課 
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施策（２）相談・ケア体制の充実 
 

事業名 内容 担当課 

障がい者相談支援事業 

障がい者や家族からの相談に応じるとともに、必要に応じて

相談支援事業者とも連携し、情報の提供や障がい福祉サービ

スの利用支援、権利擁護などの必要な支援を行います。町単独

で相談支援事業を委託し、相談窓口体制を整えました。今後

は、基幹相談支援センターを設置し、町内の相談支援事業所全

体の質の向上を目指します。 

福祉課 

基幹相談支援センター

の整備 

自立支援協議会の相談支援部会において「基幹相談支援セン

ター」の提言を受け、同センターの事業実施要綱の素案が完

成、令和３年４月以降に基幹相談支援センターを設置し、町

の相談支援体制を強化していきます。 

福祉課 

自立支援協議会相談支

援部会の活用 

対応困難な相談事例を検討する場として、また重症心身障が

い児・者や高次脳機能障がい、若年性認知症、発達障がい、軽

度の発達への不安など一般的にサービス提供体制の整備が遅

れている方々への支援策検討の場として自立支援協議会相談

支援部会を活用します。 

福祉課 

健康増進課 

学校教育課 

障がい者相談窓口の 

充実 

地域自立支援協議会の相談支援部会の提言を受け、令和３年

４月以降に基幹相談支援センタ－を設置し、町の相談支援体

制を強化していきます。 

福祉課 

健康増進課 

医療的ケアが必要な方

への相談支援 

難病や重症心身障がいなど、医療的ケアが必要な方への相談

支援に向け、保健、医療、福祉、教育、就労など多岐にわたる

課題に対して切れ目のない支援を実施できる体制づくりを進

めます。 

福祉課 

健康増進課 

こども支援課 

学校教育課 
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施策（３）権利擁護の充実 
 

事業名 内容 担当課 

成年後見制度利用支援

事業 

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス(地域生活支

援事業)により、成年後見制度の利用が必要な障がい者に対

し、制度利用の申し立てにかかる諸費用の助成を行います。権

利擁護の支援体制、専門性の確保が課題であり相談支援セン

ターや新たに設置予定の基幹相談支援センターも活用しつ

つ、専門性の確保、重層的な支援体制及び中核機関を構築して

いきます。 

福祉課 

人権擁護の推進 

地域共生社会の実現に向け、障がい者はもとより、あらゆる

住民の人権について正しく理解し、擁護していくため、広報

やパンフレットを活用した人権意識の啓発を進めます。 

福祉課 

総務課 

障がい者差別解消に 

向けた取り組みの強化 

町では、平成26年から「あいサポート運動」の取り組みを進め

ています。また、「職員対応要領」を作成し、職員研修を実施

しているほか、障がい者団体や関係機関、障がい福祉サービ

ス事業所、企業への周知、普及啓発を行っています。相談があ

った場合の支援体制や町全体の合理的配慮の推進など、差別

解消に向けた取り組みを強化していきます。 

福祉課 

虐待防止の取り組みの 

推進 

町直営の虐待防止センターにおいて、虐待への対応として、

ガイドラインやマニュアルを作成し対応しています。各種の

関係機関と連携を図りながら、早期発見・早期対応を図ると

ともに、新たに設置予定の「基幹相談支援センター」を活用

し、相談支援体制を構築していきます。 

福祉課 

福祉サービス利用援助事

業の啓発・支援（社会福祉

協議会との連携事業） 

社会福祉協議会の実施する福祉サービス利用援助事業（ひと

りでの判断に不安のある障がい者等に対し、生活支援員が定

期的に訪問し、暮らしに必要なお金の出し入れや重要書類の

預かり等を行うサービス）の啓発・支援を行います。 

福祉課 
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基本⽬標２．⽣活⽀援サービスの充実 
 

施策（１）⽇常⽣活の⽀援 
 

事業名 内容 担当課 

訪問系サービスの充実 

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスにより以下の

サービスを提供します。相談支援の中で必要なサービスにつ

いての情報提供をしています。また、不足するサービスにつ

いては自立支援協議会や相談支援部会を活用して検討し、県

への働きかけや事業者支援を行っていきます。 

・居宅介護 

・重度訪問介護 

・行動援護 

・重度障害者等包括支援 

・同行援護 

福祉課 

日中活動系サービスの

充実 

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスにより以下の

サービスを提供します。相談支援の中で必要なサービスにつ

いての情報提供をしています。また、不足するサービスにつ

いては自立支援協議会や相談支援部会を活用して検討し、県

への働きかけや事業者支援を行っていきます。 

・生活介護 

・療養介護 

・短期入所（ショートステイ） 

・自立訓練（機能訓練） 

・自立訓練（生活訓練） 

・地域活動支援センター事業 

・日中一時支援など 

福祉課 

福祉用具等の利用支援 

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス（補装具費）

により、障がいによる身体機能を補完、代替する補装具を購

入する費用を支給します。また、地域生活支援事業として、重

度障がい者等に対し、日常生活用具を給付または貸与するこ

とで、日常生活の便宜を図ります。日常生活用具については、

地域の実情に応じて対応できる制度です。 

福祉課 
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施策（２）移動⽀援 
 

事業名 内容 担当課 

移動支援事業 

障がい者が自立生活や社会参加をするために、円滑に外出で

きるよう、地域生活支援事業により移動を支援します。支援

のためのマンパワーと事業者の確保が課題となっており、自

立支援協議会や相談支援部会などにおいて検討し、十分な体

制となるよう整備していきます。 

福祉課 

多様な移動手段の支援 

障がい者が自立生活や社会参加を円滑に行えるよう、以下の

ような外出支援を行います。 

・福祉タクシー利用助成 

・地域福祉バス利用料金助成 

・在宅重度心身障害者自動車燃料費補助 

・有料自転車駐輪場利用料金助成 

・障害者自動車改造費助成 

・障害者自動車運転免許取得費補助 

・生活サポート事業 

福祉課 

 
 

施策（３）居住の場の確保 
 

事業名 内容 担当課 

居住支援 

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスにより、障が

い者が自立した地域生活を送るために必要な生活の場の確保

を支援します。グループホームは「親亡き後」の不安を含め

利用ニーズが多いサービスであり、自立支援協議会や相談支

援部会で確保策を検討していきます。 

・共同生活援助（グループホーム） 

福祉課 

施設入所支援 

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスにより、夜間

の入浴、排せつ、食事の介護等の提供を行う、施設入所への

支援を行います。 

福祉課 

多様な住まいの確保 

障がいの特性やニーズに対応した設備・仕様を備えた公共賃貸

住宅の供給に努めるとともに、関係機関や団体、企業とも連携

し、バリアフリー化された民間住宅の普及を促進します。 

福祉課 

住宅改造への支援 

身体に重度の障がいがある方が日常生活を容易にするため、

住宅を改造する場合にその費用の一部を補助します。 

・重度身体障害者居宅改善整備費補助 

福祉課 
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施策（４）経済的⽀援 
 

事業名 内容 担当課 

各種手当の支給 

障がい者の経済的負担を軽減するため、以下のような各種手

当等の支給を行います。今後も国や県の動向及び経済状況の

変化を勘案しながら円滑な運用にあたります。 

・特別児童扶養手当 

・特別障害者手当 

・障害児福祉手当 

・経過的福祉手当 

・在宅重度心身障害者手当 

・心身障害児通園奨励費補助 

・特定疾患見舞金 

福祉課 

医療費の助成 

障がい者が必要とする医療やリハビリテーションなどの医療

費負担を軽減するため、障害者総合支援法における自立支援

医療による給付のほか、以下のような助成を行います。 

・自立支援医療給付（更生医療、育成医療、精神通院医療） 

・重度心身障害者医療費支給 

・身体障害者（児）・精神障害者診断書料等補助 

福祉課 
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基本⽬標３．保健・医療体制の充実 
 

施策（１）健康管理・リハビリテーション等の⽀援 
 

事業名 内容 担当課 

健康管理の推進 
中途障がいの原因ともなる生活習慣病を予防するため、健康

教育、健康相談などの各種事業を実施します。 
健康増進課 

母子保健の充実 

令和元年度より子育て世代包括支援センターを設置し、きめ

細やかな支援を行っています。妊娠届出時から保健師等の専

門職が面接を行い、切れ目のない支援を目指しています。ま

た、妊娠期から以下の事業を行っています。 

・妊産婦訪問 

・赤ちゃん訪問 

・乳幼児健診 

健康増進課 

高齢障がい者等への 

支援 

認知症や高次脳機能障がい、精神障がいを持つ高齢者も増加

しています。高齢期における介護保険への移行、第２号被保

険者の方の疾病や障がいの早期発見・早期診療による障害者

手帳の取得、介護保険との併用について、ケアマネジャー等

と連携し適切なサービス調整に努めます。増加する認知症へ

の対応として、認知症サポーター養成等による認知症の周知、

認知症カフェの実施による介護者への支援及び若年性認知症

者への支援を推進します。 

福祉課 

健康増進課 
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施策（２）医療体制の充実 
 

事業名 内容 担当課 

医療的ケアの充実 

一般歯科診療所において診療が困難な障がい者に対し、専門

歯科診療所における診療を実施します。また、たん吸引など

医療行為が必要なため福祉サービスの提供を受けづらかった

障がい者に対し、福祉サービスの現場や外出に伴い必用な医

療の提供が受けられるよう保健センター、関係機関とも連携

を取りながら自立支援協議会にて支援を進めます。 

・歯科診療 

福祉課 

健康増進課 

医療費等の助成 

障がい者が必要とする医療やリハビリテーションなどの医療

費負担を軽減するため、障害者総合支援法における自立支援

医療による給付のほか、以下のような助成を行います。 

・自立支援医療給付（更生医療、育成医療、精神通院医療） 

・重度心身障害者医療費支給 

・身体障害者（児）・精神障害者診断書料等補助 

福祉課 

緊急医療体制の確保 

救急時に障がい者に対して適切かつ速やかな対応が行われる

よう、埼玉県や保健センター、医師会との連携を図りながら、

緊急時の医療体制の充実を検討していきます。聴覚障がい者

に対してのタブレット端末を利用した緊急通報システムを継

続します。医師会や消防との連携を図り、今後さらに障がい

者全体としての医療体制整備を進めます。 

福祉課 

健康増進課 

難病患者への支援体制

の整備 

障害者総合支援法が施行され、難病患者等も障がい福祉サー

ビスの対象となっており、制度の変更や利用可能なサービス

への相談に適切に対応できるよう、支援体制の充実を図って

いきます。 

福祉課 

健康増進課 
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施策（３）精神保健福祉の充実 
 

事業名 内容 担当課 

精神障がい者相談体制

の充実 

精神障がい者や家族に対するきめ細やかな相談窓口（体制）

を充実させるため、医療機関、保健所などと連携を取りなが

ら、精神障がい者やその家族に対して障がい福祉サービス等

の情報提供や相談が受けられる体制を整えています。相談件

数の増加に伴い、対応困難な内容も増えており、引き続き精

神障がい専門の相談体制強化と質の向上に努めていきます。 

・精神保健福祉相談 

・こころの健康相談「保健師、精神保健福祉士、精神科医師」

福祉課 

こころの健康づくり 

事業の推進 

妊娠期からこころの健康づくりを進め、家族や地域とのつな

がりを大切にしながら健全なこころの健康や社会生活を支援

するとともに、こころの健康講座などを開催することで正し

い知識の普及に努めます。今後も世代や社会の変化に合わせ

て内容を充実していきます。 

・こころのセミナー 

・精神保健福祉講座 

福祉課 

地域交流事業の促進 

地域住民と精神障がい者との交流の場をつくり、精神障がい

者に対して地域住民の理解と協力を得るための事業を実施し

ていきます。 

・地域交流会 

福祉課 

精神障がい者の医療の

充実 

精神医療センター・保健所や医療機関、県総合リハビリテー

ションセンターの高次脳機能障害者支援センターとの連携を

図りながら、適切な医療の確保やデイケア及び緊急医療体制

の充実を働きかけていきます。 

福祉課 

うつ病・自殺対策の 

充実 

うつ病の早期発見、治療につながるよう、こころのサポータ

ー養成講座等を開催します。また、相談に適切に対応できる

よう、相談体制の充実を図ります。自殺対策の講座や講演会

などにより住民の理解を深めます。 

・こころのサポーター養成講座 

・相談支援者研修会 

福祉課 
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基本⽬標４．障がい児⽀援の充実 
 

施策（１）⼦どもの成⻑⽀援 
 

事業名 内容 担当課 

早期発見・早期対応の 

体制づくり 

乳幼児健診等における疾病や障がいの早期発見とともに、健

診後の早期対応につながるよう、以下のような相談・指導を

行います。また、医師による専門的な助言・精査が必要なと

きは、専門医療機関を案内し、必要に応じ連携を図って支援

を行っていきます。 

・臨床心理士による「子どもの心理相談」 

・言語聴覚士による「ことばの相談」 

・経過観察が必要な児を対象とした「おや子教室」 

健康増進課 

療育支援の充実 

児童発達支援事業所「みどり学園」で言語聴覚士による個別

の言語指導や特別支援教育コーディネーターによる生活指

導、療育相談を行っています。言語指導、機能訓練等の充実

を図るとともに、早期対応の必要な障がい児の把握に努め、

よりよい療育支援が受けられる体制づくりを進めます。 

こども支援課 

健康増進課 

継続した支援体制の 

確立 

出生もしくは障がいの発生・発見されたときから高校を卒業

するまで、当該障がい児の障がい特性や個性を考慮した上で、

一貫した方針で支援できる体制整備を自立支援協議会障がい

児支援検討部会で検討していきます。関係各課や関係機関と

の連携が図られたことで、学校生活のみならず、放課後の生

活や保護者状況についても把握できるようになってきまし

た。今後は、民間団体等へと幅を広げたより一層の連携強化

を図ります。 

福祉課 

健康増進課 

こども支援課 

学校教育課 

障がい児の親への支援

体制の確立 

障がい児の健全育成のために親に対する支援策を自立支援協

議会障がい児支援検討部会で検討していきます。町の課題に

ついて検討し、「家族のための情報交換会」の開催をしていま

す。現在、経過観察が必要な未就学児において、「親子教室」

でフォローを行っていますが、就学児移行の支援体制につい

ても検討し、充実していきます。 

福祉課 

健康増進課 

こども支援課 

学校教育課 

 
 

施策（２）保育・教育⽀援の充実 
 

事業名 内容 担当課 

統合保育の推進 

様々な障がいを持つ子どもに対応できる保育の在り方を検討

するとともに、関係機関との連携を進め、幼稚園や保育所で

の障がいのある子どもの受け入れを推進します。現在、各保

育所で障がい児保育を行っていますが、保育士等の人材確保

が課題となっています。今後は、障がい児保育教育研修への

支援とともに、民間保育所への職員加配に対する補助も検討

していきます。 

こども支援課 

保育・教育相談の充実 

障がいを持つ子どもの能力や適正に応じた保育・教育ができ

るよう、相談体制を整備するとともに、適正な就学指導を進

めます。保育所から小学校への申し送りに際して、保育所・

小学校と保護者の連携を深めるため、連携チームを設置する

など相談体制を強化します。 

こども支援課 

学校教育課 
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施策（３）学校教育の充実 
 

事業名 内容 担当課 

特別支援教育の推進 

障がいのある児童・生徒に対して、一人ひとりの教育的ニー

ズを把握し、生活や学習の際の困難を改善・克服するための

必要な支援を行います。今後の教育的ニーズの動向を見守り

ながら、特別支援学級の新設等を検討していきます。 

学校教育課 

教職員研修の充実 

特別支援教育にかかわる教員の専門性の向上や障がい児への

適切な対応に向け、研修会や講習会などへの参加を促し、教

職員の知識と技術の向上を進めます。すべての教員の専門性

が向上できるよう、県や特別支援学校等からも講師を招き、

より一層研修を充実させていきます。 

学校教育課 

学校施設の整備 

様々な障がいを持つ児童・生徒に対応できるよう、小・中学

校の耐震補強工事の際、スロープ設置、トイレ改修等、施設

のバリアフリー改修を実施するほか、障がいのある児童・生

徒が登校する小・中学校のトイレ改修を行い、整備を進めて

いきます。町内全校体育館においてはバリアフリー整備済と

なりましたが、校舎内のトイレ改修においては未実施なた

め、大規模改修計画を策定し整備を進めていきます。 

教育総務課 

 
 

施策（４）放課後⽀援の充実 
 

事業名 内容 担当課 

学童保育室の充実 

現在町内５つの小学校に設置されている学童保育室におい

て、特別支援学級に通う児童を受け入れ保育しています。放

課後を安全に過ごせる環境の整備と指導員の確保を進めま

す。専門性のある職員の配置と障がい児に対する加配が課題

としてあげられています。今後は、障がい児教育研修への支

援を推進します。 

こども支援課 

地域生活支援事業の 

活用 

特別支援学級に通う児童の放課後対策や長期休暇中の対応に

ついては主に放課後等デイサービスで対応しています。それ

以外の一時的な支援事業として、日中一時支援事業や生活サ

ポート事業を活用した支援を行っています。特に日中一時支

援事業については、事業所の数が少なく十分なサービス提供

ができていないという声があります。また、医療的ケアの必

要な子どもが利用できる放課後等デイサービスなども求めら

れており、多様化するニーズに対応した提供事業者の確保に

努めます。 

福祉課 
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基本⽬標５．社会参加への⽀援 
 

施策（１）就労の⽀援 
 

事業名 内容 担当課 

就労相談の充実 

障がい者就労支援センターを町で設置し、毎年度２回、町観

光産業課、所沢公共職業安定所、埼玉障害者職業センターと

の連携のもと、就労を希望する障がい者に対し相談事業を実

施します。 

福祉課 

観光産業課 

障がい者雇用の促進 

民間企業に対し障がい者の雇用拡充について働きかけるとと

もに、公的機関における業務や職員配置の検討の際、障がい

者の採用に向けた検討を進めます。 

観光産業課 

総務課 

福祉課 

就労移行支援、就労継

続支援、就労定着支援 

町障がい者就労支援センターにおける相談事業が円滑に進む

よう就労継続支援事業所、就労移行支援事業所、ハローワー

クなどとも連携を取りながら、就労に必要な知識や能力を高

め、特性に合った働く場の確保などの就労支援を行います。

また、新たに学校を卒業する生徒に対しては、在学中から学

校と連携し就労に向けた支援を行います。就労移行支援利用

者の就労に向けた、体制整備を検討します。 

福祉課 

職業訓練の推進 

埼玉障害者職業センターの行う職業開発や職業相談、職業準

備訓練、職業講習についての情報提供を行うとともに、利用

の促進を図ります。また、周辺市町と連携した職業訓練など

を行う施設の確保に向けた検討を進めます。 

福祉課 

就労に向けた生活習慣

の確立への支援 

町障がい者就労支援センターを中心に、障がい当事者の生活状

況を把握した上で相談支援事業所とも連携し、就労に向けた生

活習慣の確立を目指し、また、作業などを通して就労に向けた

準備を行います。 

福祉課 

就労支援のネットワー

クづくり 

就労支援については、ハローワークや町障がい者就労支援セン

ター、関係事業所、特別支援学校などと連携し対応しています。

就労支援体制の強化に向けて、自立支援協議会の専門部会とし

て「就労支援部会」を設置しました。今後部会を通し、作業所

との連携、ネットワークづくりを検討していきます。 

福祉課 

 
 

施策（２）福祉的就労の充実 
 

事業名 内容 担当課 

福祉的就労の場の拡充 
通常の就労が困難な障がい者に対し、福祉的就労の場を確保し、

仕事を通じた社会参加や自己表現、交流などを支援します。 
福祉課 

障がい者施設生産物の

販売支援 

福祉的就労を支援するため、行政はもとより民間企業に対し

ても、町内の共同作業所や小規模作業所などの障がい者支援

施設で生産している物品の購入を働きかけます。平成26年度

より、障がい者支援施設等からの物品等の調達方針を作成

し、庁内に周知しています。今後は民間企業へも働きかけを

行っていきます。 

観光産業課 

福祉課 
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施策（３）⽣涯学習の推進 
 

事業名 内容 担当課 

情報提供の工夫 

生涯学習についての情報提供に際して、障がい者の受け入れ

が可能なものについては広報などでわかりやすく伝えるな

ど、情報提供の工夫を行います。 

福祉課 

社会教育課 

ボランティアの確保 

各分野で活躍している指導者の人々をボランティアとして学

んでいる方の要請に応じるために活用を図ります。障がい者

支援に適した指導者により、障がい者の学習サポートの充実

を図ります。 

福祉課 

社会教育課 

図書館事業の充実 

障がい者施設への貸出や読み聞かせ事業、点字つき絵本の作

成などを通じ、障がい者が図書に触れ合える機会の充実を図

ります。 

図書館 

公民館事業の充実 

各公民館で開催している事業について、障がいのある人も参

加できる企画などを検討するとともに、わかりやすい広報を

行うなど、障がい者の参加促進を図ります。現在行っている

手話サロンを、今後も福祉課と共同で開催します。公民館事

業に、手話通訳者や帯同ボランティアの協力を得て、障がい

のある人たちが参加しやすい環境を整えていきます。 

公民館 

 
 

施策（４）スポーツ・⽂化活動の推進 
 

事業名 内容 担当課 

自主サークルなどの 

活動支援 

障がい者同士で自主的に行う学習・文化活動を支援するため、

公共施設等を活用した活動場所の提供を行います。 

福祉課 

公民館 

スポーツ・レクリエー

ション施設の充実 

障がい者が気軽にスポーツ・芸術文化活動に参加できるよう

施設の整備や改善に努めます。体育施設の受付に筆談用コミ

ュニケーションボードの設置をしています。障がいのある人

もない人も、誰もが訪れやすいように、施設の整備等を含め

検討していきます。 

ＭＩＹＯＳＨ

Ｉオリンピア

ード推進課 

スポーツ・レクリエー

ション振興事業への参

加促進 

スポーツ関係団体と連携し、障がい者のスポーツ・レクリエ

ーション事業への参加を促進するとともに活動を支える指導

員やボランティアの育成などに努めます。障がい者の参加促

進や指導員の育成は十分とはいえないため、引き続きスポー

ツ推進審議会において障がい者スポーツの取り組みについて

検討していきます。 

ＭＩＹＯＳＨ

Ｉオリンピア

ード推進課 

町民体育祭への参加 

促進 

毎年10月に開催される町民体育祭について、障がい者の参加

しやすい競技などを検討するとともに、ボランティアの確保

などを進め、障がいのある人もない人も、ともに楽しめるイ

ベントとなるよう働きかけます。障がい者が中心となって参

加できる競技や障がい者へのボランティアの確保は決して十

分とはいえません。今後は、既存のルールの変更や、誰もが

参加し楽しめる競技を増やしていくなどの対応も検討してい

きます。 

福祉課 
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基本⽬標６．安全・安⼼な⽣活環境の整備 
 

施策（１）福祉のまちづくり 
 

事業名 内容 担当課 

人にやさしいまちづく

りの推進 

障がい者に限らずすべての人に対して使いやすい生活道路や

歩道等の整備を進めるとともに、子どもの安全性の確保に努

め、埼玉県福祉のまちづくり条例やバリアフリー新法などに

基づき、人にやさしいまちづくりを推進します。 

都市計画課 

道路交通課 

福祉課 

公共施設のバリアフリ

ー化 

障がい者をはじめ、高齢者や乳幼児連れの母親など様々な人

たちにとって使いやすい施設となるよう、町内の公共施設の

バリアフリー化を促進します。 

財務課 

福祉課 

情報バリアフリーの 

推進 

福祉に関する情報はもとより、災害時やイベントなどでの情

報発信の際には、音声や手話、筆談など障がいの状況に応じ

た多様な手段による情報提供ができるよう検討します。近年

の情報通信機器の発展を活用し、音声情報では「防災無線き

きかえし装置」、文字情報では「登録制メール、ツイッター、

エリアメール」などの複数の手段による伝達の工夫を行うと

ともに、町の訓練ではタブレット端末を活用した遠隔手話通

訳も実施しています。 

自治安心課 

福祉課 

 
 

施策（２）防犯・防災対策の推進 
 

事業名 内容 担当課 

緊急通報体制の充実 

一人暮らしの障がい者に対して、急病・事故などの緊急時の

ためのタブレット端末を利用した緊急時連絡システムを継続

します。緊急通報システムの内容について、利用者を含め検

討し、利用しやすい体制を整備していきます。聴覚障がい者

及び防災無線が聞こえにくいという方に向け、登録制メール

のほか、新たな情報ツールを研究します。 

福祉課 

災害時要援護者対策の

充実 

災害時の障がい者の避難や救助を迅速に行えるよう、災害時

要援護者の登録や名簿作成などに取り組み、地域住民と連携

したネットワークづくりを進めます。行政区・民生委員・消

防団等で構成される要援護者避難支援プラン推進会議を中心

に検討しており、毎年11月を登録促進月間として周知を図っ

ています。名簿の登録・更新及び避難支援者の選定を充実さ

せ、実行性の高いものとし、個別計画の策定を進めます。 

自治安心課 

福祉課 

避難所での障がい者 

支援 

避難所への医師の派遣に関しては三芳医会との協定、災害時

要援護者の避難所生活に関しては三芳町福祉施設連絡協議会

会員施設との協定を締結しています。避難所用エアマット、

プライベートテント、ダンボールベッド、オストメイトトイ

レ、車イス、シチュー缶、おかゆ等の要援護者向け備蓄を進め

るとともに、避難所ガイドラインを策定し要援護者等に配慮

した運営を明記しています。避難所運営を行う住民が円滑に

障がい者支援を行えるよう訓練、啓発を進めるとともに引き

続き要援護者向けの備蓄品の充実を図ります。 

自治安心課 

福祉課 
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事業名 内容 担当課 

防犯情報の配信 

近隣（富士見市、ふじみ野市、三芳町）の不審者情報や緊急情

報などを東入間警察と連携してリアルタイムでメール配信す

る「発するＦ・Ｍ」の防犯・防災ネットワークの普及に協力し

ていきます。平成28年２月東入間警察と区長会と町の３者で

犯罪情報の住民提供等に関する協定を締結し、重要犯罪につ

いて音声と文字によるタイムリーな情報の配信を行う体制を

強化しています。 

自治安心課 

消費者保護の取り組み 
悪質な事業者の勧誘などによる消費者被害に遭わないよう、

注意喚起・啓発に努めます。 

観光産業課 

福祉課 

 
 
基本⽬標７．地域福祉の推進 
 

施策（１）あいサポート運動の推進 
 

事業名 内容 担当課 

啓発活動の推進 

障がいや障がい者への理解を深めるため、広報や福祉講座、

講演会など、様々な機会を通じて「あいサポート運動」の理

念について啓発活動を進めます。各小・中学校の福祉教育担

当者を対象とした「あいサポート運動」研修会、町内中学校

における生徒対象の「あいサポート運動」研修会を継続して

実施します。 

・広報みよしの活用 

・人権問題講習会 

福祉課 

秘書広報室 

学校教育課 

職員研修の充実 

町職員に対してノーマライゼーションの理念を深め、障がい

者に対する適切な応対や支援ができるよう、職員研修におい

て「あいサポーター研修」を実施します。 

総務課 

ボランティア活動の 

支援 

社会福祉協議会のボランティアセンターと連携し、障がい者

を支援するボランティアの活動支援、小・中学生へのボラン

ティアの啓発や支援を行います。また、障がいの特性を知り、

必要な配慮を学ぶ「あいサポーター研修」を住民や企業に向

け実施し、ボランティア活動に取り組む気持ちを支援します。 

福祉課 

社会教育課 
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施策（２）交流の場の充実 
 

事業名 内容 担当課 

交流保育の推進 

障がいのある児童と保育所、小・中学校、高齢者などとの交

流保育、小・中学校の特別支援学級や特別支援学校に在籍す

る児童・生徒との交流を推進します。障がい児に対する専門

的な保育を行える職員の不足から、児童一人ひとりに適した

交流を行うことが困難な状況であり、職員への研修支援や専

門性の高い職員の確保に努めます。 

学校教育課 

こども支援課 

福祉課 

みよしまつりの開催 

毎年９月に開催されるみよしまつりについて、障がい者や障

がい者支援団体などの参加に配慮し、さらなる充実を図りま

す。会場には、スロープや優先席・車イスでも使用可能な仮

設トイレを設置します。 

自治安心課 

福祉まつり事業への協

力・支援（社会福祉協議

会への協力事業） 

社会福祉協議会主催により毎年11月に開催される福祉まつり

（障がい者と健常者の交流を通し、福祉への理解を深め、地

域福祉の向上を図る事業）への協力・支援を行います。 

福祉課 

町民文化祭の開催 

毎年開催される町民文化祭において障がい者や障がい者関係

団体などの参加を促し、交流の機会を増やしてノーマライゼ

ーションの文化祭づくりを進めます。 

公民館 

地域での交流活動の 

充実 

社会福祉協議会の行う地域での交流活動を支援し、障がい者

と地域住民の参加による地域活動を推進します。 
福祉課 

 
 

施策（３）障がい当事者団体等の育成⽀援 
 

事業名 内容 担当課 

障がい当事者団体等の

活動支援 

障がい当事者団体や支援団体の活動に対して、活動場所の提

供や活動に関する広報の充実などの支援とともに、団体が主

体的に活動できるような支援を検討します。 

福祉課 

団体間のネットワーク

づくり 

障がい当事者団体等の相互理解や交流、連携強化に向け、団

体間のネットワークづくりを推進します。 
福祉課 

 
 

施策（４）障がい当事者参加の推進 
 

事業名 内容 担当課 

まちづくりへの参画 

障がいのある人の意見や提案もまちづくりに反映するため、

委員会等へ参加しやすい環境を整え、様々な分野のまちづく

りへの障がい当事者の参加を促進します。 

政策推進室 

福祉課 

福祉施策検討への参画 

各種施策の実施に際して障がい者やその家族の声を的確に反

映するため、町と障がい当事者、関連団体が意見交換できる

場の設置を検討します。 

福祉課 
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第５章 障がい福祉サービスの推進 
（第６期三芳町障がい福祉計画・第２期三芳町障がい児福祉計画） 

 
１．障がい福祉サービスの⾒込み量と確保策 
 

（１）訪問系サービス 
 
■サービスの概要 

サービス名 内容 

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で入浴、排せつ、食事

の介護、外出時における移動支援などを総合的に行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必

要な支援、外出支援を行います。 

同行援護 
視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に、外出時の同行、移動に必

要な情報提供などの、移動の援護を行います。 

重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。 

 
■見込み量 

種類 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行

援護、重度障害者等包括支援 

270 時間 233 時間 200 時間 

29 人 26 人 23 人 

 
■見込み量の確保に向けて 

地域移行の促進や新たに制度の対象となった難病患者の利用増加に伴い、サービス利用者が増加

した場合にも十分に対応できるよう、事業者に対し情報提供を行い、多様な事業者の参入を促進し

ていきます。 
また、サービスの質の向上を図るため、サービスの担い手となる事業者に対し、技術・知識の向

上を目的とした情報提供や支援を行っていきます。 
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（２）⽇中活動系サービス 
 
■サービスの概要 

サービス名 内容 

生活介護 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、

介護及び日常生活の世話を行います。 

短期入所（ショートステイ） 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で入浴、排せ

つ、食事の介護等を行います。 

自立訓練（機能訓練） 

身体的リハビリや歩行訓練、コミュニケーション、家事等の訓練、日常生活上

の相談支援及び就労移行支援事業所等の関係機関との連携調整等の支援を行

います。 

自立訓練（生活訓練） 
食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援、日常生活上の相談支援及

び就労移行支援事業所等の関係機関との連携調整等の支援を行います。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の

向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の

向上のために必要な訓練を行います。雇用契約に基づいて労働の機会を提供す

るＡ型と、雇用契約を結ばないＢ型があります。 

就労定着支援 
就労移行支援などを利用し、一般就労へ移行した障がいのある人が就労を継続す

るために、企業や関係機関との連絡調整や課題解決に向けた支援を行います。 

 
■見込み量 

種類 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 
1,065 人日分 1,050 人日分 1,035 人日分 

53 人 52 人 51 人 

自立訓練（機能訓練） 
4 人日分 4 人日分 4 人日分 

1 人 1 人 1 人 

自立訓練（生活訓練） 
7 人日分 7 人日分 7 人日分 

1 人 1 人 1 人 

就労移行支援 
326 人日分 459 人日分 645 人日分 

15 人 19 人 25 人 

就労継続支援（Ａ型） 
200 人日分 226 人日分 257 人日分 

12 人 14 人 17 人 

就労継続支援（Ｂ型） 
1,169 人日分 1,210 人日分 1,252 人日分 

66 人 68 人 71 人 

就労定着支援 3 人 5 人 7 人 

療養介護 3 人 3 人 3 人 

短期入所（福祉型） 
37 人日分 31 人日分 25 人日分 

2 人 2 人 1 人 

短期入所（医療型） 
8 人日分 8 人日分 8 人日分 

1 人 1 人 1 人 
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■見込み量の確保に向けて 

・生活介護  
事業者に対し情報提供を行い、多様な事業者の参入を促進していきます。 
 

・自立訓練（機能訓練、生活訓練） 
障がいのある人が、自立した自分らしい生活を送るために必要な訓練などの充実に努めます。 

 
・就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）、就労定着支援  

町内の施設も近年では定員枠に空きがなくなりつつあり、新規の受け入れが困難な状況も生じ

ています。障がいのある人の就労先を確保するためには、公的機関・民間企業・福祉施設がそれ

ぞれの役割に基づき協働していく必要があります。関連機関や団体、近隣市町と連携を取りなが

ら、既存の事業や施設の活用も視野に入れた解決策を検討していきます。 
 

・療養介護  
療養介護については、相談支援事業にて対応し必要に応じて指定事業所との利用調整を図ります。 
 

・短期入所（ショートステイ）  
既存施設などと協議して、ショートステイの充実を働きかけます。 

 
 

（３）居住系サービス 
 
■サービスの概要 

サービス名 内容 

自立生活援助 

施設入所支援や共同生活援助を利用していた障がいのある方が、居宅における

生活を営むために、一定期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の相談などに

より、必要な情報の提供や助言を行います。 

共同生活介護 

（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助、入浴、排せつ、

食事の介護等を行います。 

施設入所支援 
生活介護または自立訓練、就労移行支援の対象者に対し、日中活動と合わせて、

夜間等における入浴、排せつ、食事の介護等を提供します。 

 
■見込み量 

種類 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立生活援助 1 人 1 人 1 人 

共同生活介護（グループホーム） 26 人 30 人 34 人 

施設入所支援 31 人 32 人 33 人 
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■見込み量の確保に向けて 

ここ数年では大きな変化は生じないと考えられますが、介助者の高齢化等に伴い、将来的には利

用意向が上昇する可能性もあります。必要となったときに十分な量が確保できるよう、利用意向に

注意しつつ、近隣市町と連携し情報提供や相談など、事業者へ必要な支援を行います。 
 
 

（４）相談⽀援 
 
■サービスの概要 

サービス名 内容 

計画相談支援 

障がい福祉サービスまたは地域相談支援を利用するすべての障がい者を対象

に、支給決定時のサービス等利用計画の作成やサービス事業者等と連絡調整、

モニタリング等を行います。 

地域相談支援（地域移行支援） 施設の入所者及び入院中の精神障がい者の地域生活の準備を支援します。 

地域相談支援（地域定着支援） 
単身の人や家庭の状況などにより支援を受けられない人に対して、安定した地

域生活のための相談支援を行います。 

 
■見込み量 

種類 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画相談支援 47 人 56 人 68 人 

地域相談支援（地域移行支援） 1 人 1 人 1 人 

地域相談支援（地域定着支援） 5 人 5 人 5 人 

 

■見込み量の確保に向けて 

計画相談支援を実施できる「特定相談事業所」としては、富士見市、ふじみ野市と連携し 14 事

業所（当町区域４事業所含む）を指定し、事業が円滑に進むよう連携を深めます。「地域移行支援」、

「地域定着支援」についても、県の指定する「指定一般相談支援事業者」と連携を深めます。 
支援を行うにあたっては、利用者の立場に立った効果的な支援が十分にできるよう、自立支援協

議会相談支援部会を活用するとともに、周辺自治体との連携も視野に入れた相談支援体制を強化し

ていきます。 
 
 

  



第５章 障がい福祉サービスの推進 

73 

（５）障がい児通所⽀援 
 
■サービスの概要 

サービス名 内容 

児童発達支援 
未就学児を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練などの療育支援を行います。 

放課後等デイサービス 就学児を対象に放課後や休日、長期休暇中において療育支援を行います。 

保育所等訪問支援 
専門知識を有する指導員や保育士が保育所などを訪問し、障がい児や保育所など

の職員に対し、障がい児が集団生活に適応するための専門的な支援を行います。 

医療型児童発達支援 
上肢、下肢または体幹の機能の障がいのある児童に対して、児童発達支援及び

治療を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 
障がい児通所支援を受けるために外出することが著しく困難な重度の障がい

のある児童を対象に、居宅を訪問し、日常生活における発達支援を行います。 

 
■見込み量 

種類 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童発達支援 
241 人日分 283 人日分 333 人日分 

22 人 24 人 28 人 

放課後等デイサービス 
1,315 人日分 1,574 人日分 1,884 人日分 

91 人 103 人 115 人 

保育所等訪問支援 
2 人日分 3 人日分 6 人日分 

9 人 19 人 41 人 

医療型児童発達支援 
0 人日分 0 人日分 0 人日分 

0 人 0 人 0 人 

居宅訪問型児童発達支援 
0 人日分 0 人日分 0 人日分 

0 人 0 人 0 人 

 

■見込み量の確保に向けて 

「みどり学園」において児童発達支援を行っています。障がい特性を理解した専門性のある人材の

確保が課題であり、職員の研修支援とともに、民間委託も視野に入れながら職員の確保に努めます。 
放課後等デイサービスについては、利用者が増加しており、町内にあるサービス提供事業者が継

続的に運営できるよう、引き続き支援を行うとともに、利用者のニーズに対応できるよう、近隣市

町のサービス提供事業所とも連携を図っていきます。 
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（６）障がい児相談⽀援 
 
■サービスの概要 

サービス名 内容 

障がい児相談支援 

障がい児通所支援を利用するすべての障がい児を対象に、支給決定時の障がい

児支援利用計画案の作成や、サービス事業者等と連絡調整、モニタリング等を

行います。 

 
 
■見込み量 

種類 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障がい児相談支援 20 人 22 人 24 人 

 

■見込み量の確保に向けて 

障がい児相談支援を実施できる「障がい児相談支援事業所」としては、富士見市、ふじみ野市と

連携し 14 事業所（当町区域４事業所含む）を指定し、事業が円滑に進むよう連携を深めます。支

援を行うにあたっては、利用者の立場に立った効果的な支援が十分にできるよう自立支援協議会の

相談支援部会、障がい児支援検討部会を活用するとともに、周辺自治体との連携も視野に入れた相

談支援体制を強化していきます。 
 
 
  



第５章 障がい福祉サービスの推進 

75 

２．地域⽣活⽀援事業の⾒込み量と確保策 
 

（１）地域⽣活⽀援事業 
 
■事業の概要 

サービス名 内容 

理解促進研修・啓発事業 
障がい者等に対する理解を深めるため、教室等の開催、事業所訪問、イベント

の開催など、各種研修・啓発を行います。 

自発的活動支援事業 
障がいのある人等、その家族、地域住民等が地域において自発的に行う取り組

みを支援します。 

障害者相談支援事業 

障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供、障がい福祉サービスの利用

支援、障がい者等の権利擁護のために必要な援助を行い、障がい者等が自立し

た日常生活または社会生活を営むことができるように支援します。 

成年後見制度利用支援事業 
成年後見制度を利用することが有用であると認められる知的障がい者または

精神障がい者に対し、成年後見制度の利用を支援します。 

意思疎通支援事業 
意思疎通を図ることに支障のある障がい者等に、手話通訳者等の方法により、

障がい者等との意思疎通を仲介し、意思疎通の円滑化を図ります。 

日常生活用具給付等事業 
重度障がい者等に対し、日常生活用具を給付または貸与することで、日常生活

の便宜を図ります。 

手話奉仕員養成研修事業 
聴覚障がい者等との交流活動の促進、町の広報活動などの支援者として期待さ

れる日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成研修します。 

移動支援事業 
社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等、社会参加のための外出が円滑に

できるよう、移動を支援します。 

地域活動支援センター事業 

＜基礎的事業＞ 

創作的活動または生産活動の機会の提供、社会との交流等を行うものです。 

＜機能強化事業＞ 

センターの機能強化を図るために、専門職員の配置や医療・福祉及び地域の社

会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランティア育成、障がいに対す

る理解促進を図るための普及啓発等の実施、雇用・就労が困難な在宅障がい者

に対する機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを実施します。 

日中一時支援事業（任意事業） 
介護者が、緊急その他やむを得ない理由により介護することができないとき、

障がい者等の日中における活動の場の確保及び一時的な見守りを行います。 
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■見込み量 

サービス種別 単位 
目標値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

理解促進研修・啓発事業 有無 有 有 有 

自発的活動支援事業 有無 無 無 無 

相談支援事業 

障害者相談支援事業 箇所 1 1 1 

基幹相談支援センター 有無 有 有 有 

基幹相談支援センター等機能強化事業 有無 有 有 有 

住宅入居等支援事業 有無 無 無 無 

成年後見制度利用支援事業 人数 2 2 2 

意思疎通支援事業 

手話通訳者・要約筆記派遣事業 人数 402 411 421 

手話通訳者設置事業 箇所 1 1 1 

日常生活用具給付等事業（年間件数） 

介護・訓練支援用具 給付件数 1 1 1 

自立生活支援用具 給付件数 3 3 3 

在宅療養等支援用具 給付件数 6 9 14 

情報・意思疎通支援用具 給付件数 5 5 5 

排泄管理支援用具 給付件数 565 575 586 

居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 給付件数 1 1 1 

手話奉仕員養成研修事業（修了者数） 人数 1 1 1 

移動支援事業 
人数 8 9 10 

時間数 420 440 460 

地域活動支援センター 箇所 0 0 0 

その他事業 

日中一時支援事業 人数 10 11 12 

※数値は年間の見込み。「人数」は実利用人数、「時間数」は延べ利用時間数。 
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■見込み量の確保に向けて 

①相談支援事業 
３障がいすべての相談を福祉課で実施しています。また、富士見市との共同で行ってきた相

談支援事業を町単独での委託とし、相談対応人数を増やしてさらに体制を整えました。一人ひ

とりが、その人の実情に合った的確な情報の提供や相談を、身近なところで気軽に受けられる

ように、関係機関との連携の強化を図り、総合的な相談・支援体制の充実を図ります。また、

地域における相談支援の中核的な役割を担う「基幹相談支援センター」を設置し、地域の相談

支援体制を強化していきます。 
 
②成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の利用について周知するとともに、利用するための相談、支援に応じていきます。 
 
③意思疎通支援事業 

要約筆記者派遣を、埼玉聴覚障害者情報センターに委託し実施します。また、手話通訳者派

遣については、富士見市社会福祉協議会に委託し実施します。 
町で活動できる通訳者等を養成するため手話通訳者養成講習会、手話奉仕員養成講習会、要

約筆記奉仕員養成講習会を実施します。 
 
④日常生活用具給付等事業 

従来から行ってきた事業であり、引き続き、障がいのある人が日常生活を円滑に送ることが

できるよう、障がいの特性に応じた日常生活用具を給付します。 
 
⑤移動支援事業 

登録事業所に補助を行い実施します。引き続き提供事業所が増えるよう、近隣市町と連携し、

事業者の確保に努めます。 
 
⑥地域活動支援センター事業 

基礎的事業及び機能強化事業については、２市１町（富士見市、ふじみ野市、三芳町）の広

域で「かしの木ケアセンター」が行う同事業に対し補助をしていましたが、利用対象者の障が

い状況より、平成 28 年 10 月から障害者総合支援の生活介護へ移行しました。 
 
⑦日中一時支援事業 

登録事業所に補助を行い実施します。引き続き提供事業者が増えるよう、近隣市町と連携し、

事業者の確保に努めます。 
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３．令和５年度の⽬標値 
 

地域生活移行や就労支援という重点課題に関し、国・県の考え方に基づき、計画期間最終年度の令

和５年度を目標年度として、次のような数値目標を設定します。 

 
（１）施設⼊所者の地域⽣活への移⾏ 

 
年度末入所者数 目標値 目標値 

令和元年度 令和５年度 削減見込み 地域生活移行者数 

30人 設定しない 設定しない 2人 

 
（参考）国・県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

令和元年度末時点での施設入所者数の６％以上が地

域生活へ移行することとするとともに、これに合わせて

令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末時点の施

設入所者数から1.6％以上削減することを基本とする。 

地域移行者数は国と同様６％以上とするが、障害者

施設入所者の削減数の数値目標は設定しない。 

＜設定しない理由＞ 

本県入所待機者は年々増加しており、特に強度行動

障がいや重度の重複障がいなどによる地域生活が困難

な者が多数入所待ちをしている状況である。 

 
 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 
精神障がいのある人の地域生活への移行を推し進めていくため、地域自立支援協議会やその専門

部会なども活用し、令和５年度末までに、保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置します。 
 

（参考）国・県の考え方 
国基本指針の考え方 県の考え方 

①平均生活日数に関する令和５年度における目標値の設定に当たっては、精神障害者

の精神病床からの退院後１年以内の地域における生活日数の平均を316日以上とする

ことを基本とする。 

②別表第四の一の項に掲げる式により算定した令和５年度末の精神病床における65

歳以上の１年以上長期入院患者数、及び別表第四の二の項に掲げる式により算定した

令和５年度末の精神病床における65歳未満の１年以上の長期入院患者数を目標値と

して設定する。 

③退院率に関する令和５年度における目標値の設定に当たっては、入院後３か月時点

の退院率については69％以上とし、入院６か月時点の退院率については86％以上と

し、入院後１年時点の退院率については92％以上とすることを基本とする。 

国基本指針のとおり 
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（３）地域⽣活⽀援拠点等が有する機能の充実 
自立等に係る相談、一人暮らしやグループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供、短期入

所等による緊急時の受入体制等の確保、専門的な相談ニーズに対する支援など、地域での生活を支

援する支援拠点等について、自立支援協議会やその専門部会などにおいて検討していきます。 
 

【市町村目標値】 

令和５年度末まで、地域生活支援拠点の整備数 

【参考：国目標値】 

令和５年度末、地域生活支援拠点の整備数 

1か所 各市町村又は圏域に１か所以上 

 
【市町村目標値】 

令和５年度末まで、運用状況の検証・検討実施回数 

【参考：国目標値】 

令和５年度末まで、運用状況の検証・検討実施回数 

1回 年１回以上 

 
 

（４）福祉施設から⼀般就労への移⾏等 
 

項目 数値 

一般就労への移行者数 
【実績】令和元年度 3人 

【目標値】令和５年度 4人 

就労移行支援 
【実績】令和元年度 2人 

【目標値】令和５年度 3人 

就労継続支援Ａ型 
【実績】令和元年度 0人 

【目標値】令和５年度 1人 

就労継続支援Ｂ型 
【実績】令和元年度 2人 

【目標値】令和５年度 2人 

就労定着支援事業の利用率 【目標値】令和５年度 83.3％ 

就労定着率が８割以上の事業所の割合 【目標値】令和５年度 100％ 

 
（参考）国・県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

・令和元年度の一般就労への移行実績の1.27倍以上とすることを基本とする。この

際、就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型事業及びＢ型事業について、各事業の趣旨、

目的、各地域における実態等を踏まえつつ、それぞれ令和５年度中に一般就労に移行

する者の目標値も併せて定めることとする。 

・就労移行支援事業については、令和元年度の一般就労への移行実績の1.30倍以上と

することを基本とする。また、就労継続支援Ａ型事業については令和元年度の一般就

労への移行実績の概ね1.26倍以上、就労継続支援Ｂ型事業については概ね1.23倍以上

を目指すこととする。 

・また、障がい者の一般就労への定着も重要であることから、就労定着支援事業の利

用者数及び事業所ごとの就労定着率に係る目標値を設定することとし、就労定着支援

事業の利用者数については、各地域における就労定着支援事業の事業所数等を踏まえ

た上で、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のう

ち、７割が就労定着支援事業を利用することを基本とする。さらに、就労定着率が８

割以上の事業所を全体の７割以上とすることを基本とする。 

・一般就労に移行する者の数及び就労移行支援事業の利用者数に係る目標値の設定

に当たり、令和２年度末において、障害福祉計画で定めた令和２年度までの数値目標

が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を令和５年度末における各々の目標

値に加えた割合以上を目標値とする。 

国基本指針のとおり 
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（５）障がい児⽀援の提供体制の整備等 
 

項目 数値 備考 

児童発達支援センターの設置数 １か所 
令和５年度末の児童発達支援センター機能を有す

る施設数 

保育所等訪問支援体制 有 令和５年度末の保育所等訪問支援の実施体制 

重症心身障がい児を支援する児童発達

支援事業所及び放課後等デイサービス

事業所 

各１か所 

令和５年度末の主に重症心身障がい児を支援する

児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所 

医療的ケア児支援の協議の場の設置及

び医療的ケア児等に関するコーディネ

ーターを配置 

１か所 

令和５年度末の、安心して暮らせる療育環境を構

築するための関係機関による協議の場 

 
（参考）国・県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

①令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設

置することを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設

置であっても差し支えない。また、令和５年度末までに、全ての市町村において、保

育所等訪問支援を利用できる体制を構築することを基本とする。 

②聴覚障がい児を含む難聴児が適切な支援が受けられるように、令和５年度末までに、

各都道府県において、児童発達支援センター、特別支援学校（聴覚障害）等の連携強化

を図る等、難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確保することを基本とする。 

③令和５年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放

課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを基本

とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し

支えない。 

④令和５年度末までに、県、各圏域、各市町村において、保健、医療、障害福祉、保

育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア

児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。なお、市町村単独での

設置が困難な場合には、県が関与した上での、圏域での設置であっても差し支えない。 

国基本指針のとおり 
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（６）相談⽀援体制の充実・強化等 
 

【市町村目標値】 

令和５年度末まで、専門的な相談支援の実施・地域の相談

支援体制を実施する体制の確保 

【参考：国目標値】 

各市町村で体制を確保（圏域での確保可） 

有 確保 

 
 

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 
 

【市町村目標値】 

障害福祉サービス等が提供できているかの検証の実施 

【参考：国目標値】 

各市町村で検証を行っていくことが望ましい 

有 実施 

 
【市町村目標値】 

令和５年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させ

るための取組を実施する体制の構築 

【参考：国目標値】 

各市町村で体制を構築 

有 体制の確保 
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４．障がい福祉サービスの確保策（円滑な運営に向けて） 
 

（１）専⾨的な⼈材の育成と確保 
多様化・高度化する利用者のニーズに迅速に対応できるよう、社会福祉士や保健師、精神保健福

祉士、手話通訳者など、障がい福祉に関する専門職員の育成や確保を図るとともに、資質の向上に

努めます。 
 

（２）確実な情報提供 
「障害者総合支援法」の施行など、障がい福祉サービス提供の基盤となる法律の改正が相次いで

います。サービスの対象となる人やサービス利用の方法、サービス体系の変化などについて、利用

者や住民、事業者に対し、ホームページや声の広報なども活用し、様々な機会を捉えて確実に情報

提供を行います。 
 

（３）施設整備の⽅針 
グループホームを含め、各種の施設等の整備においては、近隣市町や関係団体と連携した対応が

不可欠です。広域的な対応が必要な施設等の整備に関しては、近隣市町や社会福祉協議会、サービ

ス事業者などとの連携を強化し、既存の事業や施設の活用も視野に入れた解決策の検討や共同事業

により、必要な量の確保に努めます。 
 

（４）サービスが利⽤しやすい環境づくり 
誰もが使いやすく、満足のいくサービスとしていくために、サービス内容や提供方法などについ

て、利用者やその家族、事業者の意見やニーズを把握し、充実に努めます。 
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第６章 計画の推進に向けて 
 
１．計画の推進のために 
 

（１）障がいのある⼈のニーズの把握と反映 
各種の施策やサービスを効果的に実行するため、施策の内容や提供方法などについて、障がい

当事者やその家族、関係団体の意見やニーズの把握と反映に努めます。 
 
 

（２）地域ネットワークの強化 
関係機関との連携をより一層強め、それぞれの役割を検討しつつ、計画の実現に向けて取り組

んでいきます。特に、障がい当事者、障がい者支援施設、学識経験者、町民等の様々な立場から

の参画を得て開催されている三芳町地域自立支援協議会と連携し、地域ネットワークの強化や町

内の地域資源の改善、関係機関の連携の在り方等、より良い地域生活支援に向けた課題を検討し

ていきます。 
 
三芳町地域自立支援協議会の活動 
「障害者総合支援法」では、相談支援事業をはじめとする地域の障がい福祉に関するシス

テムづくりに関し中核的な役割を果たす協議の場として「地域自立支援協議会」が位置づけ

られています。 
町においては、平成 20 年５月から設置し、中立・公平な相談支援事業の実施、地域におけ

る障がいのある人を支えるネットワークの構築、個別の困難事例への対応の在り方、町内の資

源の開発・改善、障がい当事者参画など、地域における様々な課題について検討しています。 
また、必要に応じて全体会の下に専門部会を設置し、より具体的な支援ニーズへの対応を

協議しています。 
 
 

（３）庁内体制の整備 
障がい福祉に携わる部署は、障がい福祉の担当課だけでなく、高齢者、児童、健康推進、都市

計画や道路整備、教育委員会など広範囲にわたります。 
各部署間の綿密な情報交換と連携により、各施策の効率的かつ効果的な推進を図ります。また、

すべての職員が障がいのある人に配慮しつつ各自の職務を遂行することができるよう、「あいサ

ポート運動」を推進し、職員の障がい福祉に関する知識と意識を高めていきます。 
 
 
  

三芳町地域自立支援協議会の活動 
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（４）持続可能な制度の構築 
今後見込まれる、障がい福祉サービス利用者の増加やニーズの多様化の中でも、必要な人に必

要なサービスを安定的に利用してもらえるよう、人材や財源の確保策を含め、制度の維持と向上

に努めます。 
 
 

（５）国・県との連携 
障がいのある人の地域生活を支える施策は、国や県の制度に基づき運営されているものが少な

くありません。国や県の新しい動向を注視しつつ密接な連携を図りながら施策の推進に努めると

ともに、地方公共団体の責務として、利用者本位のより良い制度となるよう、国や県に対し必要

な要望を行うとともに、行財政上の措置を要請していきます。 
 
 
２．計画の点検と評価 
 

計画策定後は各種施策の進捗状況、サービスの見込み量等の達成状況を点検、評価し、その結果に

基づいて改善していくという、「ＰＤＣＡ」のサイクルが必要です。 

本町においては、庁内における進捗把握とともに、三芳町福祉計画策定審議会を通じて点検と評価、

改善策の検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 

Plan 
（計画立案） 

Do 
（実行） 

Action 
（改善） 

Check 
（点検・評価） 

三芳町 

福祉計画策定審議会 

三芳町 
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資料編 
 
１．三芳町福祉計画策定審議会条例 
 

平成３年６月２０日 

条例第１３号 

 
（趣旨） 

第１条 この条例は、三芳町福祉計画策定審議会の設置、組織及び運営に関する事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 町長の諮問に応じ、町の福祉計画の策定に関し必要な調査及び審議を行うため、三芳町福祉計

画策定審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１５名以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

（1）識見を有する者 

（2）住民代表 

（3）医師 

（4）社会福祉施設長 

（5）社会福祉協議会事務局長 

３ 委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長各１名を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、福祉課において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成４年条例第１０号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成４年４月１日から施行する。 
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附 則（平成５年条例第１１号） 

この条例は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第１４号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年条例第６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第２３号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年条例第３５号）抄 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年条例第５号）抄 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２３年５月１日から施行する。 
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２．三芳町福祉計画策定審議会委員名簿 
 

◎＝会長、〇＝副会長 

氏名 
条例第３条に基づく

選出区分 
所属 

河野 公子 １号委員 識見を有する者 三芳町校長会 

三瓶 スミ子 １号委員 識見を有する者 
三芳町⺠⽣委員・ 
児童委員協議会 

阿部 憲一 １号委員 識見を有する者 三芳町商工会 

森田 不二夫 ２号委員 住民代表 
三芳町こころの健康づくりを

すすめる会 

平原 ひろみ ２号委員 住民代表 三芳町手をつなぐ親の会 

安藤 幸男 ２号委員 住民代表 三芳町身体障害者福祉会 

◎丸山 直記 ３号委員 医師 三芳医会 

福應 渉 ４号委員 社会福祉施設 かしの木ケアセンター 

吉田 拓道 ４号委員 社会福祉施設 入間東部みよしの里 

〇須田 勉 ４号委員 社会福祉施設 三芳太陽の家 

川村 有紀 ４号委員 社会福祉施設 
埼 玉 た ま み ず き の 会 

多機能事業所 青空 

古賀 和美 ５号委員 社会福祉協議会 三芳町社会福祉協議会 

（敬称略） 
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３．策定経過 
 
 

日付 会議名等 内容 

令和２年８月24日 

第１回 三芳町障がい者福

祉計画策定審議会 

（１）会議の公開について 

（２）三芳町障がい者福祉計画について 

（３）アンケートについて 

（４）その他 

「三芳町 障がい者福祉に関する実態調査」実施 

（実施期間：令和２年８月29日～９月18日） 

10月16日 
第２回 三芳町障がい者福

祉計画策定審議会 

（１）計画骨子について 

（２）施策実施状況とサービス見込み量について 

（３）その他 

12月18日 
第３回 三芳町障がい者福

祉計画策定審議会 

（１）アンケート結果概要報告 

（２）サービス見込み量報告 

（３）計画案について 

（４）その他 

令和３年１月22日 
第４回 三芳町障がい者福

祉計画策定審議会 

（１）計画書（案）に対する検討 

（２）その他 

パブリック・コメント実施 

（実施期間：令和３年１月27日～２月25日） 

３月４日 
第５回 三芳町障がい者福

祉計画策定審議会 

（１）パブリックコメントの結果について 

（２）計画（案）に対する最終検討 

（３）答申 
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